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日米の産業構造 統計的比較分析
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はじめに

1980年 代 は世界経済の激動期 であ り,構 造変化

の時期であった。 アメ リカ主導 の世界経済 はすで

に70年 代 に日欧の経済的発展 によ って動揺 を来

た していたが,80年 代 にはア ジア新興工業国 の世

界市場への急速 な進出 とい う新 たな要素が追加 さ

れて,世 界経済 はその主要構成国 の地位 において

一段 と顕著 な変化 を現 わ して きた
。1)その変 化の

中の主要動向の1つ は,ア メ リカの経済力の相対

的低下 と日本 の経済力 の上昇 であ り,ア メ リカの

貿易赤字 の拡大 と日本 の貿易 黒字 の増大 で あ っ

た。

本稿 はそのよ うな世界経済における日米の地位

の変化が両国の産業構造の変動 にどのように現わ

れたか にっいて,主 と して公式統計を利用 して統

計的 に検証す ることを課題 とす る。研究対象 とし

た時期は1980年 か ら90年 代初めにかけての時期

であ り,産 業構造 にっ いて通常用 い られ る方法 に

従い第1次,第2次,第3次 の各産業 の構成変化

と して,よ り具体的には農業,製 造業 }サ ー ビス

産業の経済的地位の変動 と して統計的 に検証 し,

特 に製造業 については業種構成や貿易関係 の変化

にまで立 ち入 って考察 す ることに した。 そ うす る

ことによ って 日米経済 の国際的地位の変化が産業

面か ら明 らかにされ うると考 えたか らであ る。

1産 業構造と貿易

ある国の産業構造を決定する要因は,そ の国の

生産資源の存在状況や政府規制や貿易関係などで

ある。貿易関係は産業の国際的優位劣位を通 して

産業構造に影響を与える主要な要因であるから,
まず日米経済の貿易依存度の変化から見よう。

(1)貿 易依存度か ら見 た構造

アメ リカ経済 あるいは産業 の特徴 として次 の点

が よ く指摘 される。 アメ リカは資源国 ・農業国で
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第1表 アメ リカ経済の貿易依存度1960-1994年(%)

年次 1960 i970 "1
i1985
1990 1994

国 内産業1)

輸出比率 4.5 5.6 8.5 7.2 14.4 12.3

輸入比率 4.9 6.8 7.7 10.6 11.5 14.4

財生産産業2)

輸出比率 8.5 XO.7 16.4 13.3 18.7 22.3

輸入比率 7.2 11.9 15.7 Zo.o 22.3 27.6

耐久財

輸出比率 13.9
.. 25.9 19.5 28.0 32.5

輸入比率 9.2 17.9 22.5 29.3 31.3 38.2

非耐久財

輸出比率 5.8 6.0 9.8 8.7 11.0 12.4

輸入比率 s.2 8.7 11.3 12.6 14.9 17.1

[出 所]US.CouncilofEconomicAdvisers,EconomicReportofthe

President1995,pp.285,299.

1)実 質GDPに 対 す る財 ・サー ビス輸 出入の比率.

2)財 生 産産業 の実質GDP(粗 付 価価値 生産量)に 対す る輸 出の比率.

輸 入比率 は見掛 け消 費(生 産 一輸 出+輸 入)に 対す る輸入 の比率 い

ずれ も国民所得生産勘定(NIPA)ベ ー スの数値(1987年 ドル)に よる.

あると同時 に工業国であ り,つ まりは農工兼備の

経済大国で,そ の経済や産業 は自給 自足的性格が

強い。国内で産出す る原料 ・農産物 を製品 に加工

し,そ の製品を主 と して国内市場で販売 し,貿 易

依存度 は低 い。貿易依存度が低 いか ら,ア メ リカ

経済 は外国の経済 的影響 を受 けることが少な く,

しか しその規模が大 きいか ら外国に与え る経済 的

影響 は大 きい,と いうのであ る。 しか しこのよう

な特徴 は最近 の経済的産業的発展 の結果 と して大

き く変 わった。

国内産業 の生産物 で あ る実 質GDPに 対す る

財 ・サ ービスの輸 出入比率を見 ると第1表 の通 り

で,輸 出比率 はigso年 には4.5%に す ぎなか った

が,80年 には8.5%に,94年 には12.3%へ と上昇

し,輸 入 比 率 は80年 の7.7%か ら94年 に は

14.4%へ と上昇 し,輸 出比率 を上回 るにいた っ

た。 サー ビス貿易 は黒字 であったか ら,輸 出比率

を上回 る輸入比率の上昇 は商品貿易 の赤字拡大 に

よ るもので あった。

貿易財産業の輸 出入比率 の上昇 は一段 と大幅で

あった。 輸 出比率 は1960年 の8.5%か ら80年 に

は16.4%,94年 には22.3%に 上昇 し,輸 入比率

は80年 代初頭後輸 出比率を大幅に上回 り,94年

に は27.6%と 高 水準 に達 した。同表 に見 るよ う

に,こ のよ うな輸出入比率の上昇は耐久財の輸 出

入比率 の大幅上昇 によるものであった。94年 に耐

久財 の輸 出比 率 は32.5%,輸 入比率 は38.2%と

高水準に達 している。貿易財産業 の うち農業貿易

は黒字であ ったか ら,輸 出比率を上回 る輸入比率

の上昇 は主 として製造業 の供給力低下 に起因す る

ものと言 える。

これ らの事実か ら次 の結論 を導 き出す ことがで

きる。第1に,ア メ リカ経済 はその自給 自足的性

格を弱 め,海 外か らの経済的影響を受 け易い体質

に転換 した。第2に,ア メ リカ経済 は80年 代 か ら

輸入超過経済 ・供給力不足経済へ と転 じた。国 内

産業 は国内需要を充足することがで きず,製 造業

において供給力不足 の構造 をもつ にいたった。

日本につ いて見 よう。 日本 は無資源国であ り,

原料 ・農産物を輸入 しこれを製品に加工 して輸 出

す る貿易立国の国で あり,貿 易依存度 は高 いと考

え られ,事 実,80年 代前半 までアメ リカのそれを

かな り上回 っていたが,そ の後 は円高下で停滞 し

てい る。第2表 に見 るよ うに,実 質GDPに 対す

る財 ・サ ー ビ ス の輸 出 比 率 は1980-93年 は

12.1%か ら14。8%に,輸 入 比 率 は12.9%か ら
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第2表 臼本経済の貿易依存度,1970-1990年 C%)

3

年 次 1970 1980 1985 1990 1993

実質GDP比1)

輸出比率 7.6 12.1 14.5 13.9 .・

輸入比率 11.8 ia.s 11.1 i4.9 13.9

名 目GDP比t)

輸出比率 1' 13.7 14.5 1' 9.5

輸入比率 9.5 14.6 11.1 10.1 7.2

財生産産業2)

輸出比率 21.$ 36.1 39.3 so.o ..

輸入比率 18.2 36.2 31.0 25.0 19.5

[出所]経 済企画庁編 『国民経済計算年報』平成7年 版106-109 ,118
一121
,150-153,257頁;『 昭和60年 基 準改訂 ・国民経 済計算報

告』下巻,272-275頁.

1)GDPに 対 す る財 ・サー ビスの輸 出入比 率
.

2)財 生 産産業(農 林水産業 ・鉱 業 ・製造業)の 名 目GDPに 対 す

る財輸 出入の比 率.

13.9%に 小幅上昇 したにすぎず,名 目GDP比 で

は輸 出入比率 と も円高 の影響 によ り大幅 に低 下

し,90年 代初 めに はアメ リカの水準 を下 回 った

(アメ リカの対名目GDP輸 出比率は1990-94年 に

10%台,輸 入比率は11%台)。 貿易財産業 の名 目G

DPに 対す る輸 出入比率 も1980-93年 に大幅 に

低下 したが,そ の水準 は90年 に輸 出で30.0%,

輸入 で25.0%と 高か った(こ れに対応す るアメ リ

第3衰

カの数値は18.2%,22 .2%)。

アメ リカの場合 とは異 な り日本の場合 は輸 出比

率が輸入比率を大幅に上回 ってお り,こ の ことは

日本経済が輸出超過 ・供給超過経済で あることの

反映であ る。 日本 の産業 は製造業 にお いて対外供

給余力を拡大 し,輸 出指向型 の構造を形成 した と

百 うことがで きる。 この点、 アメ リカ製造業 の供

給力不足構造 と対照的であ る。

アメ リカ貿易の品 目別構成,1980-1990年

(10億 ドル)

輸 出 輸 入

年次 "1 199n '`/ 1990

農産物

鉱産物

製 品

鉄鋼

化学品

その他半製品

機械 ・輸送機械

自動車

繊維 ・衣類
その他消費財

総額1)

51.2(22.7)

2Q.0(8.9)
145.9(64.7}

32(1.4)

21.i(9.4)
11.6(5.1)

88.7(39.3)
16.7(7.4)

5.0(2.2)
16.2(7.2)

225.6(100.0)

59.4(15.1)
24.0(6.1)

290.5(73.9)

3.5(0.9)

39.5(11)
19.9(5.1)

182.6(46.5)

32.6(8.3)

7.6{1.9)

37.4(9.5)
392.9(100.0)

27.0(10.7)
94.9(37.5)

124.2(49.1)

8.2(3.2)

9.0(3.5)
15.8(6.2)

63.8(25.2}

26.9(10.6)

9.5(3.7)

18.0(7.1)
253.0(100.0)

40つ(τ7)

84.5(16.3)

375.7(72.6)

10.6(2.1)

23.7(4.6)

35.7(6.9}

214.1(41.4)

79.3(15.3)

33.7(6.5)

57.8(11.2)

517.5(100.0)

[出 所]GATT,InternationalTrade199(}-91 ,Vol.Il,p.95;Ibid.,1993,p.97.

1)そ の 他 分 類 で き な い 品 目 を 含 む .
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第4表 日本貿易の品 目別構成,1980-1990年
(10億 ドル)

輸出 輸入

年次
・:1 1990 ・'1 1990

農産物

鉱産物

製品

鉄鋼

化学品

その他半製品

機械 ・輸送機器

自動車

繊維 ・衣類

その他消費財

総額1)

2.9(2.2)

2.5(1.9)

122.7(94.5)

15.5(11.9)

6.7(5.1)

..・.

75.9(58.4)

26.1(20.1)

5.6(4.3}

io.3(s.o)
i2s.aCiaa.o)

1

3.3(1.2)

3.9(1.3)

275.1(95.9)

12.5(4.4)

15.8(5.5)

13.7(4.8)

202.9(70の

66.2{23.1)

6.4{2.2)

23.8(8.3)

287.0(100.0)

29.9(21.3)

$4.1(59.8)
25.0(17.8)

o.s(o.$)
6.0(4.2)

2.7{1.9)

$.4(6.0)
0.7(0.5)

3.2(2.3)
3.9(2.8)

140.5(100.0)

50.5(21.5)

78.2(33.3)

100.0(42.6)

4.6(1.9)

15.2(6.5)

11.1(4の

36.1{15.4)

7.3(3.1)

12.9(5.5)

20.2(8.6)

234.8(100.0)

i

〔出 所]GATT,InternationalTrade1990-91,Vol.Il,P・109;Ibid.,1993,P・111・

1)そ の 他 分 類 で き な い 品 目 を 含 む.

② 貿易の商品構成 から見た構造

貿易 は産業構造の反映であるか ら,日 米両国 そ

れぞれについて貿易 の品 目構成を簡単 に見てお こ

う。

第3表,第4表 に示 した ように,1980-一一90年 に

日米両国 とも機械 ・輸送機器の輸 出比率 が高 く,

ア メ リカ で は39.3%か ら46.5%に,日 本 で は

58.4%か ら70.7%に 上昇 した。これは製造業が両

国において機械産業中心 の構造 に転換 している こ

と,日 本の場合 にその傾向が一段 と顕著であ るこ

とを示す ものであろう。 しか しアメ リカの場合 は

80年 に黒字で あ った機 械 ・輸 送機器貿易 がその

後赤字へ と転 じ,赤 字幅が拡大 したのに対 して,

日本 はその間 に貿易黒字を拡大 した。 日本 の製造

業 は機械 ・輸送機器産業 において輸 出特化 を強化

した点 に特徴が見 出される。他方で,ア メ リカに

おいて は農産物 と化学品の輸出比率が相対的に高

く,か つ輸 出特化 してお り,両 産業が比較優位 に

ある点 が特徴的であ る。製造業 の業種別状況の詳

細 については後述す る。

2ア メ リカ産業構造の変化

1980年 代か ら90年 代初 めにか けての産業構造

の変化を就業者 べ一スと実質GDPベ ースで見 る

と,製 造業 は全産業 に占め る比重 が低下 し,農 業

は実質GDPシ ェアにおいて地位改善が見 られ,

第3次 産業 はサー ビス業 を中心 にその比重を高め

肥大化 した点 に特徴が ある。2)

(1)製 造業の比重低下

第5表 に示 したよ うに,製 造業 は就業者数で見

て1980年 には最大 の産業 であ ったが,そ の後先

ず狭義のサー ビス業に追 い抜かれ,93年 にはサー

ビス業,商 業(卸 売小売),政 府部門に次 ぐ第4位

に下が った。

製造業就業者数 は50年 代 には100万 人近 く増

加,60年 代 には350万 人 も増加,70年 代前半には

減少 したが後半 には増加 し,79年 には2100万 人

の ピークに達 し,そ の後減少傾向を辿 って きた。

93年 には1810万 人 とな り,79-93年 間 に280万

人 も減少す るにいたった。 日本 は この間 に190万

人 ほど増加 した。

国内就業 者総数 に 占め る製造業就 業者 の比率

は,50年 代 が26%台,50年 代 末 か ら60年 代 が

25%台 と高 か った。1:1年 に は24.5%か ら

21.0%に3.5ポ イ ン ト低 下 し,80-93年 に は

21.0%か ら15.6%へ と5.4ポ イ ン トも低下 した。
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第5表 アメ リカ国内就業者の産業別構購1960--1993年

就業者数(100万 人) 構成比(%)

年次 1960 1970 ・'1 19$5 1990 1993 1960 1970 ・'1 1985 1990 1993

国内産業 65.0 78.3 96.1 1p3.7 115.2 116の 100.0 111 100.0 100.0 iao.o 100.0

農林水産業
鉱業
第1次 産業

4.5

0.7

5.3

3.1

α6

3.7

3.3

1.0

4.3

3.0

0.9

3.9

3.1

0.7

3.8

3.O

o.s

3.6

7.0

1.1

8.i

4.O

Q.S

4.$

34

1.1

4.5

2.9

a.s

3.8

2.6

0.s

3.3

2.6

0.5

3ユ

建設業
製造業
第2次 産業

3.5

16.5

20.0

4.3

19.2

23.4

5.4

20.2

25.fi

5.9

19.1

25.0

6.5

19.1

25.6

6.1

18.1

24.2

5.4

25.4

1'

5.3

24.5

298

5.6

21A

・ ・

5.7
.,

24.1

5.6

16.6

22.2

5.3

15.6

2a.s

運輸 ・公益事業
商業
卸売業
小売業

4.1

12.5

3.4

9.1

4.5

14.9

4.1

1'

5.2

19.5

5.4

14.1

5.3

21.9

5.8

16.1

5.8

24.4

6.3

18.1

5.9

24.4

fi.2

18.3

s.s

19.3

53

14.0

5.8

19.1

5.3

13.8

5.4

20.2

5.6

14.6

51

21.E

5.6

15.5

5.0

21.3

5.5

15.8

5.1

21.2

5.3

15.8

金融 ・保険 ・不動産業

サー ビス業

対企業サ ー ビス

医療保健 サー ビス

2.8

9.8

0.s

1.8

3.7

13.4

1.7

2.9

5.5

19.6

3.1

52

6.4

24.1

4.7

s.2

7.2

・ ・

5.6

7.5

72

32.2

s.a

8.4

4.2

15.1

1.3

2.7

4.8

17.1

2.1

3.7

5.7

2Q.4

3.2

5.4

6.2

23.3

4.5

6ρ

6.3

25.9

4.9

6.5

6.2

27.7

5.2

7.3

政府

連邦

州 ・地方

第3次 産業

10.6

5.1

5.5

39.7

14.6

6.1

$.5

51.2

16.5

5.1

11.3

66.2

f

17.0

5.3

11.7

,・

18.6

5.4

13.2

・Y

18.5

4.9

13.6
..

..

16.3

7.8

8.5

61.2

18.7

7.8

1'

65.4

1?.1

5.3

11.8

・:・

16.4

5.1

11.3

72.1

16.1

4.7

11.5

74.5

16.0

4.2

11.7

76.0

[出 所]U.S.D・pt.・fC・m㎜ ・e,Nati・naZlncomeandProductAccountsoftheUnit
eolStates,Vol.2,、959-8

8,pp.219-220;SurveyofCurrentBusiness
,July1994,p.91.

実質GDPに 占ある製造業 の比率 は50年 代 一一

70年 代 には21%な い し22%前 後 の水準 にあった

が,3)第6表 に見 るよ うに80年 代 には2ポ イン ト

ほど低下 し,19%前 後 の水準を維持 している
。名

目GDPで は70年 に25.0%で あ ったが,80年 に

は21.7%,90年 には18.5%と 低下 した。4)

製造業の比重が低下 した ことにつ いては幾 つか

の要因を挙 げることがで きる。第1は ,経 済 が成

熟す るに伴 って脱工業化 ・サー ビス経済化 の傾向

が一段 と進 んだ ことであ る。 この点 について は後

述 す る。第2は,レ ーガノ ミックスの影響である。

80年 代 に財政赤字が著増 しs長 期金利が大幅上昇

したことによって,資 本集約的 な製造業 にとって

資本 コス トが上昇 し,設 備拡大が制約 されたのに

対 して,労 働集約 的なサー ビス産業 は相対的 に有

利化 し,そ の発展が促進 された。

第3は,ア メ リカ製造業 の競争力 が低下 したこ

とであ った。財 政拡大 ・金融 引締 あの ポ リシー

ミックスが誘発 した80年 代中頃 まで の ドル高 に

よって,製 造業 の価格競争力 は低下 したが
,そ れ

ばか りではなか った。 日本 の製造業が 自動車や電

子機器 などのハ イテク量産製品において競争力 を

強化 し,ア メ リカ製造 業 は劣位 に立 っ にい た っ

た。製品輸出は伸びず製品輸入が著増 して製品貿

易赤字が拡大 した。製造業 は雇用 の削減 ・生産性

引上 げによ ってそれに対処 したが,こ う した ス リ

ム化努力 に も拘 らず競争力を回復で きなか った
。

第7表 は主要国製造業 の労働生産性上昇率 を比較

した もので あるが,そ れ によれば1979-9Q年 平

均で アメ リカの労働 生産 性上 昇率 は2.2%で あ

り・ 日本は4.5%と それを大幅に上回 り,フ ラン

ス,イ ギ リスもアメ リカより高か った。製品貿易

の状況 については別項 を立 てて後述す る。

② 農業の地位の改善

農業の比重は長期的に低落傾向にあったが,5)



6 日米の産業構造

第6表 アメ リカの実質GDPの 産業別構成,1977-1992年(構 成比%)

1987年 ドル 備考:1982年 ドル
1

年次 1977
[

・'1 1985 1990 1992 1960 1970
"1

農林水産業
鉱業
第1次 産業

1.8

2.4

4.2

1.7

2ユ

3.8

1.9

i.9

3.8

2.0

1.9

3.9

2.2

1.8

4.0

4.1

5.7

9.8

2.9

5.6

8.5

2.4

4.3

6.7

建設業
製造業
耐久財

非耐久財
第2次 産業

5.4

21.0

12.5

8.5

26.4

4.9

19.2

11.2

8.0

24.1

4.9
..

10◎

8.0

23.8

4.3

19.O

ll.a

8.0

23.3

4.0

18.6

10.7

7.9

22.6

9.9

20.5

12.2

8.2

30.4

7.0

21.1

12.7

8.4

28.1

5.2

21.2

12.8

8.4

26.4

運輸 ・公益事業
商 業
卸売業
小売業

8.9

13.8

4.8

9.0

8.9

13.5

5.0

8.5

8.9

16.2

6.4

9.8

9.4

16.3

6.5

9.8

9.9

16.6

6.8

9.8

7.7

14B

5.5

9.3

8.5

15.3

6.3

9A

9.4

is.0

6.8

9.2

金融 ・保険 ・不動産業

サー ビス業

16.9

15.3

.,

16.1

18.1

16.9

17.7

17.8

17.9

17.9

12.5

11.5

13.4

12.3

14£

14.1

対企業 サー ビス

医療保健 サー ビス

2.3

5.0

2.8

5.2

3.5

5.a

3.5

4.9

3.5

5.1

1.5

2.6

2.0

3.2

2.6

4.1

政 府

連邦

州 ・地方

第3次 産業

13.5

4.9

8.6

・:

13.5

4.7

8.8

70.4

12.3

4.3

$.1

72.6

11.9

3.9

7.9

73.0

11.7

3.8

?.9

74.1

14.5

7.4

7.1

si.a

14.2

6.4

7.8

fi3.7

12.2

4.4

7.8

…

誤差 ・残差 1.1 1.7 一 〇
.2

一 〇
.2

一〇
.7

一一1
.2

一〇
.3 0.3

i

[出 所 コU.S.Dept.ofCommerce,SurveyofCurrentBusiness,November1993,p.40;October

1994,P・31.備 考 の 数 値 はUS.Dept.ofCommerce,The1'VationalIncomeandProduct

AccountsoftheUnitedStates,1929-52StatisticalTable,pp.254-255.

第7表 日米欧製造業の労働生産性上昇亀1973-1993年(%)

年平均 1973-79

1

1979-85 1985-90 1990--93 1979-90 1979-93

ア メ リカ 1.2 1.7 2.7 3.3 2.2 2.4

日 本 5.Q 3.9 5.2 1.2 4.5 3.8

ド イ ツ 4.2 2.1 2.0 1.5 2.1 1.9

フ ラ ンス 4.6 3.2 3.3 1.2 3.2 2.8

イギ リス 1.2 43 3.8 4.5 4.1
i

4.2

[出 所]U.S.Dept.ofLabor,MonthlyLaborReview,October1992,P・93;

February1995,p.102.

80年 代 に入 って その地位 に改善が見 られた。農林

水産業(農 場 ・農業サービス業 ・林業 ・水産業)就

業者 は,1950-70年 に640万 人か ら310万 人に半

分以上 も減少 し,そ の中で農場就業者 は610万 人

か ら270万 人へ と激減 した。 この当時,農 産物需

給 は大幅緩和 の状況 にあ り,価 格が低下す る中で

農業 は合理化 を進 め,就 業者の他産業への流 出が

続 い た ので あ った。農 林 水産 業 の就 業 者 比 は

10.9%か ら4.0%に,実 質GDP比 は5.4%か ら

2.9%に 低下 した。

70年 代 は農産物需給逼迫期 であり,価 格 は大幅

上昇,農 林水産業 の就業者 は70-80年 に310万
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第8衰 アメ リカ農業の貿易収支,輸 出入比率,続 争力係数 ,
1980--1992年

7

年次 ・'1 1985 1990 1992

貿易収支1)(10億 ドル)

輸出比率2)(%)

輸入比率(%)

競争力係数3)

23.9

29.4

14.9

0.41

9.1

21.3

15.7

0.19

16.6

22.8

14.6

0.Z7

18.3

25.O

is.0

0.27

[出所]US.Dept.ofCommerce,StatisticalAbstractofthe

UnitedStates1995,pp.669 ,678.

1)農 産 物貿易

2)輸 出比 率=輸 出 ÷農産物販売額

輸入比 率e輸 入 ÷(農 産物販売額+輸 入 一輸 出)

3)競 争 力係数e(輸 出 一輸入)÷(輸 出+輸 入)

第9表 アメリカ農業 ・同関連部門の雇用と付加価値1980-i992年

年次 ・'1 1985 1990 1992

雇用(100万 人)

食料 ・繊維部門総数 23.4 22.3 23.5 22.8
国内労働力人口の比率(%)1) (21.9) (19.3) Cis.s> (18.0)

農業部門 2.7 2.1 2.1 2.d
非農業部門 f' 20.2 2L4 1'

食品加工業 1.7 1.6 1.5 1.5
製造業 3B 33 3.1 3.0
運輸 ・商業 ・小売 7.2 7.4 s.o 7.8
食堂 4β 4.7 5.4 5.2
その他 3.4 3.2 3.5 3.4

付加価値(IQ億 ドル)

食料 ・繊維部門総額 5so.s ・・ 889.8 950.2
名目GDPの 比率(%) {2Q.7) 017.3) (1s.a) (15.7)

農業部門 49.3 58.5 ・: 67.0
非農業部門 511.2 639.3 821.7 ..

食品加工業 63.8 82.3 99.8 106.2
製造業 94.7 109.8 125β 135.7
運輸 ・商業 ・小売 179.1 1:・ 257.4 277.5
食堂 54.6 64.5 ・ 90.9
その他 iis.a 173.8 253.2 272.9

[出 所]U.S.DeptofCommerce,StatisticalAbstractoftheUnitedStates1994
,

p.sss.農 務 省 統 計.

1)軍 人を除く労働力人口に占める比率.

人 か ら330万 人に増加 した。それは農薬散布,刈

取 り作業,ト ラクター修理な どの農業 サー ビス業

の就業者が増加 したことによる ものであり,こ れ

らサー ビス業 の支援 を受 けて農業で は労働生産性

が上昇 し,農 場就業者 は273万 人か ら257万 人 と

小幅減少 した。 農林水産業 の就業者比 は4.0%か

ら3.4%に,実 質GDP比 は2.9%か ら2 .4%に 小

幅低下 している。

80年 代 に農産物需給 は再 び緩和 の時代 に入 っ

た。国内国外で生産能力が拡大 し価格 は低落 し
,

これに対処 す るためにアメ リカ農業 においては生

産性が一段 と引 き上 げ られ,農 場就業者 は80-93

年 に260万 人か ら180万 人へ と大幅 に減少 した。

しか し他方 において農業 サー ビス業の就業者数 は
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増加 し,農 林水産業全体で は就業者数 は330万 人

か ら300万 人へ と30万 人の減少 にとどま った。

就業者総数 に占め るその比率 は3.4%か ら2.6%

に低下 したが,労 働生産性の大幅上昇 によ って実

質GDP比 は1.7%か ら2.2%へ と0.5ポ イ ン ト

も上昇 した。

アメ リカ農業 は第8表 に見 るように輸出産業 で

あ り,80年 代前半 には ドル高 の影響で価格競争力

が低下 し,貿 易黒字 は減少 したが,後 半か らは労

働生産性上昇 の効果 に ドル安 の影響が加 わって輸

出が増加 し,貿 易黒字 は大 幅に増加 した。輸入比

率 は15-16%と 横ばいであ ったが,輸 出比率が上

昇 し,こ れによって農業 の地位 は一段 と改善 され

るにいたった。

農業だけを取 り上げると産業の中でのその比重

は小 さいが,そ の関連部門 は食品加工 ・繊維関係

製造業か ら流通 ・販売 に及んでいて,関 連部門を

含 めた比重 は高 い。米農務省 は農業 ・同関連部門

が全産業 の中でどれ ほどの比重を 占めるかを測定

した統計 を発表 している。多少過大評価の嫌 いは

あるが,第9表 に見 るように農業 と農業関連の食

料 繊 維 部 門 は1990年 に 国 内労 働 力 人 口 の約

19%,名 目GDPの16%を 占めてお り,重 要性の

高い産業 グループを形成 してい る。

日米の産業構造

③ サー ビス産業の肥大化

第3次 産業(サ ーゼ ス産業)は1950年 代以降一

貫 して その比重を高 めて きた。就業者数 は50-70

年 に3230万 人か ら5120万 人 に増加 し,就 業者総

数 に占める比率 は55。2%か ら65.4%に 上昇 した。

名 目GDPに 占める割合 は55.3%か ら65・1%に ・

実質GDP比 は58.5%か ら63.7%に 上昇 した。

第3次 産業 の中で就業者数 の増加が大 きか った

分野 は政府部門であり,そ の総就業者比 は12.8%

か ら18.7%へ と6ポ イ ン トも上昇 した。次いで狭

義 のサ ー ビス業 就業者 数が 医療 サ ー ビス,社 会

サ ー ビス,対 企業 サ ー ビスを 中心 に増 加 し,

13.5%か ら17.1%へ とその比重を高 めた。これ ら

の動 きは主 として政府 の役 割 の増 大,社 会 福祉

サー ビスの拡充を反映 した ものである。

1970-80年 には第3次 産業就業者数 は5120万

人か ら6620万 人 に増加 し,そ の総就業者比 は80

年 には69%に 上昇 した。政府部門 の比 率 は低下

し,代 わ って医療 サー ビス ・対企業 サービスを中

心 に狭義のサー ビス業の比重が一段 と高 まり,ま

た金融 ・保険 ・不動産業や商業 も比重 を高めた。

1980年 代 に入 ってサ ー ビス経済化 の傾向 は大

幅 に強 ま った。第3次 産業 の就業者数 は80-・93

年 に6620万 人 か ら8810万 人 へ と2190万 人 も増

加 し,そ の総就業者比 は69%か ら76%に 上昇 し

た。名 目GDP比 は80-92年 に66%か ら75%

に,実 質GDP比 は70%か ら74%に 上昇 した。政

府部門の就業者数 は州 ・地方政府 において増加 し

たが,そ の比重 は低下 した。狭義 のサー ビス業就

業 者数 は80--93年 に1960万 人か ら3220万 人へ

と1260万 人 も増加 し,第3次 産業就業者増加数

の6割 近 くを 占め,そ の総就業者比 は20.4%か ら

27.7%に 上昇 し,製 造業の比率を大幅 に上回わ っ

た。 サー ビス業 の中で は対企 業 サー ビスや医療

サー ビスにおいて就業者数 の増加が著 しく,社 会

サー ビス関係就業者 もかな り増加 した。医療 サー

ビス業の拡大 は公的医療扶助制度の拡充や老齢化

に伴 う医療保険サー ビス需要 の増加 を反映 した も

のであ り,対 企業サー ビス業の拡大 は建設 ・建築

サー ビス,エ ンジニア リング,コ ンサルティンク,

専門技術サー ビス,人 材派遣業,広 告な ど企業業

務サー ビス需要の増大 によるものであ った。

商業 就業 者数 は1950万 人 か ら2440万 人へ と

490万 人増加 し,第3次 産業就業者増加数の22%

を占あた。商業の拡大 は主 として小売業において

生 じた。 スーパ ーの発展,電 子式勘定 カウンター

の導入などの経営革新 は労働生産性を引き上 げ,

雇用減少 を もた らす はずであるが,他 方で は消費

需要 の多様 化 に伴 い シ ョッピングモ ールが発展

し,小 規模小売店 が増加 し,就 業者総数 は増加 し

た。6)

金融 ・保険 ・不動産業 において も就業者数が増

加 した。金融業においては規制緩和 によって競争

が激化 し,サ ー ビス供給 の多様化 と拡大が促進 さ

れ,就 業者数 が増加 した。運輸 ・通信など公益事

業 では就業者 は小幅増加 したにす ぎなか ったが,

状況 は業種 により異 なった。航空輸送 ・トラック
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輸送業 において は規制撤廃 によって資本 ・労働 の

参入が増え,就 業者数 は増加 し,労 働生産性 は上

昇 し,価 格 は低下 した。電気通信業 にお いては反

独 占政策 と規制緩和 によって競争が刺激 され,効

率 が大 幅 に増進 し,就 業 者 数 は減 少 した。7)金

融 ・保険 ・不動産業に卸 ・小売を加えた広義 の商

業 を見 る と,そ の就業者数 は93年 に総就業者数

の27.4%を 占め,財 生産産業 の規模 を上 回 り
,狭

義 のサービス業 に匹敵する規模 に達 した。

アメ リカの産業構造 においては元来第3次 産業

の比重が高か った。 その理 由は,第1に は面積 が

広大で広地域を連結す る運輸通信網や商業機能が

必要 とされ たこと,第2に は政府が連邦 ・州 の二

元制度 であり,し か も広地域 に及ぶため多数 の人

員 を抱 えざるをえないこと,こ れを福祉国家化 の

動 きが一段 と促進 したことによる ものであった。

このよ うな基層 に積 み重な る形でサー ビス経済

化が進んだ。 サー ビス経済化 を促 した要 因 として

次 の点を指摘す ることがで きよう。第1は 一般 的

なサー ビス経済化 の傾 向が一段 と進んだ ことであ

る。所得水準 が上昇す る中で支出形態が物財か ら

サー ビスへ と比重 を移 し,医 療 サー ビス,教 育

サ ービス,社 会サー ビス,小 売サー ビスなどへの

需要が増大 し,サ ー ビス産業が拡大 した。 これ ら

の分野 にお いては労働生産性 を高め ることが困難

であ り,多 数 の雇用機会が生ず ることとな った。

また フロー経済か らス トック経済への移行 に伴 っ

て,金 融 ・証券 ・保険業界 は多様 な金融資産 サー

ビスを提供 し,新 事態 に対応 した。

第2は,経 済が複雑化 し,ま た産業技術が高度

化 す るに伴 って,研 究開発機能,エ ンジニア リン

グ機能,シ ンクタンク機能,ソ フ ト開発機能,情

報処理機能な ど,従 来他産業他企業 内の1部 門に

含 まれていたサー ビス機能 が拡大独立 して,対 企

業 サー ビス業 と して発展 した ことである。 この点

では80年 代 にお ける半導体,コ ンピュータ,通 信
システムなどの高度技術の進歩が大 きな役割 を果

した。

第3は 製造業の国際競争力低下 の影響 である。

製造業が競争力低下 によって劣位化す る一方で,

サー ビス産業 は相対的に有利化 し,こ の分野 で雇
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用が増 加す るに いた った。 この傾 向 は金融 ・証

券,航 空 ・トラ ック輸送,通 信 などのサー ビス分

野 において規制撤廃 が行われ,参 入 が自由化 され

たことによって一段 と促進 され ることにな った
。

資源配分の比重 は製造業 か らサー ビス産業へ と移

動 し,サ ー ビス産業が肥大化するにいたった。

3ア メリカ製造業の構造変化

製造業 の就業 者数 は1980-93年 に210万 人 減

少 し,総 就業者比 は2LO%か ら15 .6%に 低下,実

質GD ,P比 は70年 代後半 よ り2ポ イ ン トほど低

下 し,19%前 後 にあった ことは前述 した(第5表 ,

第6表 参照)。 製造業の比重が低下す る中で,そ の

業種構成が どのように変化 し,業 種別貿易 がどの

ような状況 にあったかについて見 よ う。

(1)業 種構成の変化

米商務省の分類に従 い製造業を耐久財 ・非耐久

財別 に見 ると,第10表 に示 したよ うに製造業 の

中で耐久財産業 の比重 は,1980--93年 に就 業者

べ一 スで61%か ら57%に 低 下 したのに対 し
,非

耐久財産業 は39%か ら43%へ と上昇 し,60年 代

か ら70年 代 にか けての傾 向が逆転 した。実質G

DPベ ー スで も第11表 に示 したよ うに
,耐 久財

は59%か ら58%へ と小 幅低下 し,非 耐久財 の小

幅上昇が見 られ る。耐久財産業の比重低下 は前掲

第1表 に見 るよ うに,耐 久財貿易 において非耐久

財貿易の場合よ りも輸入が輸 出を大幅に上回 って

増加 し,輸 入競争の激化 によ り耐久財産業 の拡大

が抑制 されたか らであった。

製造業 を機械産業(産 業用機械,電 子 ・電気機器,

輸送機械,精 密機械の4業 種)と 素材産業(窯 業 ・土

石製品,1次 金属,金 属製品,化 学製品,紙 ・紙加工

品,石 油 ・石炭製品の6業 種)に 分類 して製造業の

中での比重 を見 ると,両 業種 とも就業者 ベースで

は比重が低下 したが,実 質GDPベ ースで は機械

産業 は ・r・ 年 に35%か ら39%に 比重を高 め,

素材産業 は32%か ら30%に 小 幅低 下 した。 それ

は機械産業 が激 しい国際競争 の圧力 の下 で合理

化,人 員削減を進 め,労 働生産性 を引上 げた こと
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第10表 アメ リカ製造業就業者の業種別構成1960-1993年

就業者数(1,000人) 構成比(%)

年次 1960 1970
・'1 1985 1990 1993 1960 1970 1980 1985 1990 1993

製造業 16,498 19,177 20,180 19,104 19,111 18,121

1

100.0 ioo.o 100.0 100.0 100.0 100.0

耐久財
木材 ・木製品

家具 ・装備品

窯業 ・土石製品

9,436

719

372

605

11,236

732

432

643

12,236

766

461

669

11,497

736

498

594

11,215

801

514

563

10,342

787

497

523

57.2

4.4

2.3

3.7

5&6

3.8

2.3

3.4

・1・

3.8

2.3

3.3

60.2

s.s

2.6

3.1

58.7

4.2

2.7

2.9

57.1

4.3

2.7

2.9

1次 金属

金属製品

産業用機械1)

電子電気機器1)

1,154

1,234

1,481

1,425

1,248

].,549

1,985

1,851

1,137

1,598

2,490

2,083

799

1ほ16

2,191

2,172

753

1,413

2,104

1,662

674

1,334

1,935

1,516

7.0

7.5

9.0

8.6

6.5

8.1

ia.4

9.7

5.6

7.9

12.3

10.3

4.2

7.4

11.5

11.4

3.9

7.4

11.0

8.7

3.7

7.4

10.7

8.4

自動車 ・同部品

その他輸送用機械

精密機械1)
その他

701

942

404

399

$00

1,036

527

433

794

1,101

699

438

876

1,102

714

399

802

1,183

995

425

834

919

887

436

4.2

5.7

2.4

2.4

4.2

5.4

2.7

2.3

3.9

5.5

3.5

2.2

4.6

5.8

3.7

2.1

4.2

6.2

5.2

2.2

4.6

5.1

4.9

2.4

非耐久財

食料品 ・たばこ

繊維

衣服など繊維製品

紙 ・同加工品

7,062

1,795

896

1,177

577

7,941

1,815

952

1,306

696

7,944

1,722

828

1,23Q

682

7,607

1,609

689

1,087

sss

7,896

1,663

s8s

1,030

690

7,779

1.67$

673

982

sss

42B

10.9

5.4

7.1

3.5

41.4

9.5

5.a

6.8

3.fi

39.4

8.5

4.1

6.i

3.4

39.5

8.4

3.6

5.7

3.5

41.3

8.7

3.6

5.4

3β

429

9.3

3.7

5.4

3.8

印刷 ・出版

化学製品

石 油 ・石炭製品
ゴム・プラスチック製品

皮革 ・同製 品

884

797

202

386

348

1,063

1,015

188

596

310

1,227

1,105

202

714

234

1,400

1,036

174

775

iss

1,5si

1,080

155

874

137

1,526

1,064

147

902

121

5.4

4.8

1.2

2.3

2.1

5.5

5.3

1.0

3.1

1.6

6.1

5.5

1.0

3.5

1.2

7.3

5.4

Q.9

4.1

0.9

8.3

5.7

0.8

4.6

0.7

8.4

5.9

p.8

5.Q

O.7

備考

機械産業2)

素材産業3)

4,953

4,5fi9

6,199

5,339

7,167

5,393

7,055

4,687

s,74s

4,654

6,091

4,428

30.0

27.7

32.3

27.8

35.5

26.7

3s.s

24.5

35.3

24.4

33.6

24.4

〔出 所 〕U.S.D。pt.。fC。mm・ ・ce,NationallncomeandProductA・countsoftheUnitedStates,Vol.2,1959-1988,pp.219

1∫21;1離 羅 雛B醗)July1994,p:91.れ 以前は1972年SIC,そ れ以後は87年SIC6・ よる・一般機

械は産業用機械に,電 気電子機器は電子その他電気機器に,精 密機械 とともに分類替えされている.

2)産 業用機械,電 子電気機器,輸 送機械,精 密機械.

3)窯 業 ・土石,1次 金属,金 属製品,紙 ・紙加工品,化 学品,石 油石炭製品.

を反映 したものであ るが,し か し日本製造業の場

合 と比較す ると,ア メ リカは機械産業の比重が相

対的 に低 く,素 材産業 が高 い点 に特徴があ る。 日

本の製造業で は1993年 に機械産業 は就業者比で

39%,実 質GDP比 で48%と 高 く(後 掲第16表,

第17表 参照),ま た実 質GDP比 を就業者比 で除

した相対付加 価値生産 性 も日本 が アメ リカを上

回 って いる(1990年 にアメリカ機械産業は1.09,日

本は1.20)。 要す るに,ア メ リカは日本に比べ ると

製造業の中での機械産業の地位が低い。

② 貿易依存度の上昇と国際競争力低下

製造業およびその主要業種別の貿易収支,輸 出

入比率,競 争力係数を見ると第12表 の通 りであ

る。まず製造業全体にっいて見ると,そ の貿易収

支つまり製品貿易収支は80年 代半ばまでの ドル

高下で急速に悪化し,そ の後は ドル安の影響で改

善されたが,全 体傾向としては80年 代か ら90年
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アメ リカ製造業の実質GDPの 業種別構成,1984-1992年

(構成比%)

li

1987年 ドル 備考:1982年 ドル

年次 1977 ':1 1985 1990 1992 1960 1970 "1

耐久財 59.5 58.5 57.8 57.8 57.7 ・ ・ 60.1 60.3

木材 ・木製品 3.1 3.0 3.1 3.p 2.7 2.6 2.9 3.1

家具 ・装備品 1.5 1.fi i.s 1.5 1.6 1.6 1.4 1.5

窯業 ・土石製品 3.5 3.3 3.0 2.8 2.7 4.0 3.5 3.2

1次 金属 7.4 6.8 4.4 3.8 3.9 11.2 9.2 7.a

金属製品 7.1 7.5 7.1 6.4 6.5 8.4 8.7 7.9

産業用機械1) 11A 11.2 9.6 11.0 il.s 1q.1 11.2 12.7
電子 ・電気機器) 7.3 9.6 10.3 9.8 10.1 5.0 6.8 9.4

自動車 ・同部品 s.o 5.5 7.7 5.3 5.5 5.6 5.2 5.1
その他輸送用機械 4.8 5.3 5.8 6.9 5.8 7.2 6.8 5.7

精密機械1) s.o 3.3 3.3 5.4 5.5 2.1 2.4 3.3
その他 1.8 L.4 1.? 1.9 1.9 2.1 2.0 1.5

非耐久財 40.5 41.5 42.2 42.2 42.3 40.2 40.2 39.7

食料品 ・たばこ 10.2 11.6 11.0 10.0 9.8 11B io.4 9.9
繊維 2.3 2.4 2.2 2.3 2.4 1.8 2.3 2.4

衣服など繊維製品 2.5 2.8 2.6 2.6 2.7 32 2.8 3.0
紙 ・紙加工品 4.4 4.3 4.4 4.5 4.7 3.7 3.7 3.7

印刷 ・出版 a6 7.3 7.3 6.7 6.2 6.3 5.9 5.5

化学製品 8.8 7.9 8.3 9.4 9.5 5.2 6.8 7.5

石油 ・石炭製品 2.8 2.1 2.9 2.8 2.7 4.9 4.7 4.0
ゴム・プラスチック製 品 22 2.6 32 3.5 3.8 2.0 2.5 2.8

皮革 ・同製品 0.7 0.7 0.4 0.4 0.4 1.2 o.s o.s

備考
機械産業2) 35.1 34.8 36.7 38.5 38.5 29.9 32.5 36.2
素材産業3) 34.0 31.8 3pA 29.7 30.0 37.5 X6.6 33.3

〔出 所〕SurveyofCurrentBusiness,November1993,P・40;October1994 ,p.31,備 考 の数値 は

NationalIncomeandProductAccountsOfthe乙i,S.,192982 ,pp.254-255.

1)1987年 に72年SICか ら87年SICに 分 類基準 が変更 され,産 業用機械(87年 まで は一

般機械),電 子 その他電気 機器(87年 ま では電気 ・電子機 器),精 密機械に分類替え された.

2)機 械4業 種.

3)窯 業 ・土石製 品,1次 金 属,金 属製品,紙 ・紙加工品 ,化 学 製品,石 油 ・石炭製品.

代初めにかけて大幅に悪化 した。80年 には210億

ドルの黒字 であったが,90年 には770億 ドルの赤

字,93年 には900億 ドルの赤字を記録 した。輸 出

額 を 出荷 額 で 除 した 輸 出比 率 は80-93年 に

9.2%か ら12.9%に 上昇,輸 入額 を見掛 け消費額

(出荷額+輸 入 一輸出)で 除 した輸入比率 は8.2%

か ら15.4%へ と大幅上昇 し,い ずれ も日本製造業

の比率 を上回 るにいた った(後 掲第18表 参照)。貿

易収支(輸 出一輸入)を 貿易額(輸 出+輸 入)で 除 し

た値 を貿易特化係数 または競争力係数 と呼ぶが,

その値 は80年 には+0.06で あ ったが,93年 には

_p .1と な り,競 争 力 が 低 下 した ことを示 して

いる。8)要 するに,全 産業の中で製造業の比重が

低下 する中で,製 造業 の貿易依存度が上昇 し,貿

易赤字が増大 し,競 争力が低下す るにいた ったの

であ る。

しか し製造業 の貿易関係 は業種 によってかな り

異 なる。製造業 の中で相対的 に比重を高 めた機械

産業 につ いて見 ると,そ の貿易赤字 は80年 代 に

著増 し,93年 には440億 ドル と製品貿易赤字 の約
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アメ リカ製造業の業種別貿易収支,輸 出入比率,競 争力係数1),1980-1993年(1)

(貿易収支は100万 ドル,輸 出入比率は%)

年次 1980198519901993 198・ い985199・1993 1980198519901993

貿易収支
輸出比率

輸入比率
競争力係数

製造業 ゴム ・プラスチ ック製 品 輸送機械

20,712

9.2

8.2

11.

一104
,337

7.5

11.5

-0
.22

一76
,640

11.5

13.7

x.10

.,

12.9

15.4

-0 .10

一68

5.4

5.6

-0
.01

一1
,956

3.7

6.1

-0
.26

一3
,333

6.3

9.3

-a
.zi

一4
,499

8.2

12.0

-0
.21

一689

15.7

16.0

-0
.01

一27
,920

12.4

19.7

-0
.27

一21
,486

18.5

23.0

-0
.14

一22
,063

・

22.9

-0 .12

貿易収支
輸出比率

輸入比率
競争力係数

食料品(た ばこを含む) 窯業 ・土石製品 精密機械

2,741

4.9

3.9

0.12

一1
,276

2.9

3.8

-0
.05

4,542

5.1

4.1

0.12

8,205

5.6

4.1

0.zo

一340

4.3

5.0

!1:

一2
,504

3.2

7.4

x.41

一2
,550

5.2

8.8

1

一2
,587

5.5

8.9

--0
.25

2,998

12.9

8.3

0.24

一182

9.0

9.1

‐o
.oi

2,678

15.8

13.9

0.07

2,619

19.2

17.5

0.06

貿易収支

輸出比率
輸入比率
競争力係数

繊 維 1次 金属 機械総合

465

5.3

4.3

a.io

一2
,154

2.7

6.4

-0
.42

一3
,172

5.5

9.8

-0
.30

一1
,474

6.6

8.6

0.14

一6
,536

8.6

12.8

-0
.22

_15
,692

4.2

16.0

-0 .62

‐io
,lis

9.0

14.9

1

一4
,103

13.5

16.0

-0
.10

27,074

16.9

12.5

0.i7

_40
,977

13.1

17.4
-0 .17

一28
,556

20.0

22.4

-0
.07

一44
,457

21.4

24.6

-0 .09

貿易収支

輸出比率
輸入比率

競争力係数

紙 ・紙加工品 金属製品

1

そ の他製 品2)

X52

6.4

7.3

-0 .07

一3
,607

4.1

7.6

-0 .32

一3
,038

6.6

8.7

-0
.15

一1
,434

7.3

8.3

-0
.07

2,531

6.0

3.9

0.22

一1
,989

4.0

5.3

x.15

一470

6.8

7.1

-0 .02

556

7.9

7.6

0.02

一8
,024

5.8

9.1

-0
.24

一27
,640

4.5

12.5

-0 .50

一38
,464

7.7

16.1

-0
.39

一51
,515

8.7

18.2

-0
.40

貿易収支
輸出比率
輸入比率
競争力係数

化 学 産業用機械

14,892

12.5

4.5

0.50

a,ao7

10.5

6.5

0.26

16,195

13.1

7.9

0.27

15,483

13.7

9.2

a.22

23,862

21.1

9.1

0.46

6,168

17.2

14.8

11・

6,208

23.9

22.0

4.05

一1
,091

25.1

25.4

‐o
.oi

貿易収支
輸出比率
輸入比率
競争力係数

石油 ・石炭製品 電子 ・電気機器

一10
,571

1.5

s.s

-0 .65

一12
,849

3.1

9.7

-0
.54

一7
,678

3.9

8.0

-0
.36

一3
,743

4.2

6.6

-0
.23

903

14.5

13.8

0.03

一19
,043

11.5

20.7

-0
.33

一15
,929

ao.4

26.4

-0
.17

一23
,922

22.7

29.9

1

U.S.Dept.ofCommerce,StatisticalAbstractoftheUnitedStates,1991,p.815;1994,pp.774,829;Surveyof〔出 所〕

CurrentBusiness,March1994,P・S-3.標 準 産業分類 ベースの数値か ら算 出.輸 出は再輸 出を除 く国産 品の輸 出,輸

入 は国内消費用輸入 の数値.

1)輸 出比率=輸 出/出 荷額 輸入比率=輸 入/(出 荷 額 一輸出+輸 入)競 争力係数=(輸 出 一輸入)/(輸 出+輸 入)

2)衣 服 ・関連製 品,木 材 ・木製品,家 具 ・装備 品,印 刷 ・出版,皮 革 ・同製品,そ の他 の製造業.

半分 を占めるにいたった。 しか し機械産業の中に

は競争 力 の強 い部門 もあ った。 まず産業用 機械

(一般機械)の 中で建設 ・鉱山 ・油田用機械 は,第

13表 に見 るよ うに貿 易黒字 が93年 に は60億 ド

ル近 くに達 し,輸 出比 率 は輸 入比率 を大幅 に上

回 って50%に 上昇 した。その中で も油 田 ・ガス田

用機械 は貿 易黒字 が93年 に は39億 ドルにの ぼ

り,輸 出比率 は105%と 高 く,輸 入 はごく少額 に

す ぎなか った。9)この種 の機械 はアメ リカが圧倒

的優位 を保持 して い る分野 で あ り,ま た溶接機

械,農 業機械,空 調機器,食 品加工機械などにお

いて も輸 出競争力があ り,貿 易収支 は黒字 を維持

した。 しか し他方 で工作機械,工 具 ・治具類,ベ

ア リング,繊 維機械,包 装機械,製 紙機械,印 刷

機な どにお いて は輸 出競争力が弱 く,貿 易収支 は

赤字であ った。10)

コンピュータ ・周辺装置はアメ リカの産業分類

では産業用機械 に含 まれる。 コンピュータ機器分

野 は電子 コンピュータのほか コンピュータ外部記

憶装置(磁 気ディスク ・光ディスク駆動装置,テ ープ
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第13表 アメ リカ製造業 の業種別貿易収X .輸 出入比融 競争力係数1)1980-1993(II)

(貿易収支100万 ドノら 輸出入比率%)

年次 1980198519901993 1980198519901998 1980198519901993

貿易収支
輸出比率
輸入比率
競争力係数

自動車 ・車体 自動車部品 ・付属品 自動車 ・同部品
一12
,557

4.4

19.6

1・:

一24
,557

1.7

18.1

!..

一47
,730

9.1

32.2

-0
.65

一43
,200

11.7

30.3

-0
.53

2,135

14.4

10.6

Q.17

一1
,995

13.6

15.6

11t

一x
,327

1

21.9

-0
.03

3,$79

27.2

24.4

0.07

一10
,422

8.7

16.2

-0
.34

一26
,552

s.s

17.2

-0
・49「

一49
,057

13.8

28.7

-0
.43

一39
,321

17.8

28.4

-0
.29

貿易収支
輸出比率
輸入比率
競争力係数

コ ン ビ晶 一 タ ・周 辺 装 置
電子部品 ・付属品 半導体 ・関連 デバ イス

6,309

28.2

5.7

0.73

5,679

25.2

16.7

0.37

815

40.9
1

11

一13
,104

43.3

53.1

-0
.19

471

18.0

16.6

0.05

一2
,355

14.4

18.9

-0
.16

一3
,530

25.6

29.7

x.10

一6β44

23.6

29.6

--0
.15

143

32.6

31.7

0.02

一1
,491

25.6

31.8

-0
.15

一1
,313

41.2

44.1

-0
.06

一4
,229

33.5

・ ・

-0 .13

貿易収支
輸出比率
輸入比率
競争力係数

建設 ・鉱山 ・油田用機械 医療機器 ・備品 航空宇宙機器
8,606

36.1

5.0
1

4,021

3Q.6

i3.3

0.48

4,512

37.1

20.4

0.39

5,573

49.0

2?.1

'II

593

45.0

29.5

0.32

72?

47.6
..
・.

1

2,118

56.5

45.1

0.22

3,514

・・1

52.7

0.27

12,542

26.0

5.7

0.70

12,646

20.6

7.8

0.51

26,319

・ ・

11.1

0.55

28,283

32.8

12.2

0.56
〔出 所 〕 自 動 軌U.S.D・pt・fC・mm・ ・ce ,lndustrial・utlook,1994.pp.35-1,35-23 .;1988,pp.38-2,38-4 ,38-9,38-nコ ン ピ

ュ ー タ ・周 辺 装 置 はIbid .,1994,P・26-1;1989p.26-1;1983 ,p.2?-5.電 子 部 品 は,Ibid.,1994,P・15-1;
19$8,pp.34-1,34-2.半 導 体'関 連 朔 イ ス はlbid .,1994,p.15-3;1988,p.34-4 ,34-8.航 空 宇 宙 機 器1よ 乃 ぎ広199知
20-1;1989,pp,35-1,35-3,35-fi

1988,pp.24-2,24-3,25-4,25-6 .;膿 轟 馳 謹 監 鱒 鵯 謙 購 ㎎ 一;
1)輸 出入比…執 競争力係数については,第12表 の注1)と 同 じ.

記憶装置など),コ ンピュータ端末装置(テ レプリ

ンターを含む),そ の他 コ ンピュータ周辺装置(プ

リンター,プ ロッター,グ ラフィック ・ディスプレー

装置,入 出力装置など),お よび コンピュータ ・周

辺装置の部品を含む。第13表 に見 るよ うに,コ ン

ピュー タ機器貿易 は80年 には63億 ドルの黒字で

あ ったが,そ の後 は急速 に悪化 して91年 には赤

字 に転 じ,93年 に は130億 ドルの赤字 に拡大 し

た。輸出比率 は80-93年 に28%か ら43%に 上昇

したが,輸 入依存度 がそれを上 回 る速度 で6%か

ら53%に 上昇 した ことによる ものであ った。コ ン

ピュータ機器 は技術革新 の最先端分野であ り
,ア

メ リカは ワー クステー シ ョンやパ ソコンを開発

し,そ の性能 を高めて80年 代末 か らコ ンピュー

タ分野で国際優位を一段 と強 め,貿 易黒字 を拡大

したが,コ ンピュータ周辺装置 ・部品 において は

劣位 にあ って輸入が増加 した。輸入の大部分 は日

本,シ ンガポール,台 湾,韓 国か らであ り,特 に

日本か らの輸入が多 か ったが,他 のア ジア地域の

メーカーや米系子会社か らはパ ソコン,デ ィスク

駆動装置,プ リンター,モ ニ ターやマザーボー ド,

電源 などの コンピュータ部品を輸入 した。93年 の

貿易赤字130億 ドルの3分 の2は 対 日貿易による

ものであった。1D

次 に電子電気機器産業 につ いて見 ると,貿 易収

支 は80年 に は9億 ドルの黒字 であ ったが,そ の

後赤 字 に転 じ,赤 字額 は増加 して93年 には240

億 ドルと輸送機器貿易の赤字 を上回 る額 に達 した

(第12表)。 輸出比率 は上昇 したが,輸 入比率が一

段 と大 幅 に上 昇 して,93年 には30%の 高水準 と

な った。輸入の3分 の2は 日本 やアジア新興工業

国か らの ものであった。12)これ ら地域 の米系企業

か らの輸入 も含 まれるが,国 ベースで見 ると電子

電気機器産業 は国際競争 が激化す る中で劣位 に転

じ,対 外依存を強 あた とい うことがで きよ う。 こ

の製品 グル・一プの中の幾つかの品 目につ いて見 よ

う。

家庭用音響 ・映像機器 においては 日本やアジァ

NIESか らの輸入が増加 し,貿 易赤字 が拡大 し

て93年 に は110億 ドルに達 した。13)いわ ゆる家
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電品分野で も東 アジア諸国か らの輸入増で貿易 は

赤字であ った。発電 ・電送 ・配電関連機器 におい

て も輸入超過であ った。電気通信機器分野で はラ

ジオ ・テ レビ通信機器産業が90年 代 に貿 易黒字

を10億 ドル台 に拡大 したが,そ れ は電話 ・電信

機器貿易の入超をほぼ相殺 したにす ぎなか った。

電子部 品 ・付属 品 において は第13表 に見 るよ

うに80年 代 に貿易黒字 は赤字 に転 じ,赤 字額 は

93年 に70億 ドルに増加 した。90年 代初めに輸出

比率 は24～25%で あ ったが,輸 入比率 は30%と

これを上回 って上昇 した。 この製品 グループでは

半導体 が重要 である。電子部品 ・付属品の出荷額

は93年 に810億 ドル,そ の うち410億 ドル は半

導体 ・関連 デバイスであ った。半導体産業におい

て は日本 が80年 代半 ばか らメモ リーICの 生産

で優位 に立 ったが,90年 代 に入 るとMPU(マ イ

クロプロセ ッサー)やASIC(特 定用途IC)な ど

高付加価値製品に特化 したアメ リカ半導体産業が

優位 を回復 した。 しか しこの再逆転 の影響 は半導

体貿易 に反映 され るにいた って いない。半導体 ・

関 連 デ バ イ ス産 業 に お いて輸 出比 率 は80年 に

33%で あ ったが,90年 には41%に 上昇,93年 に

は34%に 低 下 し,他 方,輸 入 比 率 は33%か ら

44%に 上昇後,93年 には40%と な った。貿易収支

は82年 か ら赤字 であ り,赤 字額 は増加 して93年

に は42億 ドルにの ぼ った。14)輸入 の3分 の2ほ

どは 日本や東 アジア諸国か らであ った。 アメ リカ

の半導体市場 は他の諸国 におけるよ りも急速 に拡

大 してお り,ア メ リカで はその需要拡大に供給が

追 いっかず,輸 入が増加す るにいた った。 こうし

て電子部 品 ・半導体分野 において もアメ リカ産業

の供給力不足が貿易赤字 を拡大す ることになって

いる。

輸送機械産業 はSIC2桁 分類で見 ると出荷額が

93年 に4240億 ドルで,食 料 の4130億 ドルを抜 い

て第1位 であった。 その中で 自動車 ・同部品の出

荷額 は2820億 ドル と大 き く,航 空宇宙機器 はそ

の半分 ほどの規模であ った。航空宇宙機器産業 は

ア メ リカの比較優位産業 であ り,第13表 に見 る

ように輸出比率 は80-93年 に26%か ら33%に 上

昇,輸 入比率 は0.6%前 後 と低 く,貿 易黒字 は130

億 ドルか ら280億 ドルに増加 し,競 争力係数は+

0.5%を 超え る高 さにある。16)

自動車 ・同部 品産業においては競争力が低下 し

た。自動車産業,部 品産業 のいずれにおいて も80

-90年 に輸入比率 が輸 出比率 を大 幅に上回 って

上昇 し,自 動車で は32%の 高水準 に達 し,競 争力

係数 は一〇.65と 低位にあった。両者合わせて貿易

赤字 は80-90年 に100億 ドルか ら490億 ドルに

増加 したが,こ れ は90年 製品貿易赤字770億 ド

ルの6割 強を 占めた。産業合理化 によるコス ト削

減努力 と ドル安の進展 によ って,90年 代 に入 ると

産業の国際競争力 は幾分回復 し,部 品産業 におい

ては貿易赤字 は黒字 に転 じた。 自動車産業 におい

て も多少 の改善 が見 られたが,93年 の貿易赤字額

は430億 ドル となお巨額であった(第13表 参照)。

精密機械産業 において も全体 として貿易依存度

は高 まったが,他 の機械産業 よ りは低 くて20%に

達 せず,貿 易収支で は30億 ドル近 くの黒字が維

持 された。 しか しこの産業 グループも貿易上 の地

位 は品目によ って大 き く異な る。

医療機器 ・備品産業 はアメ リカの比較優位産業

の1つ であ り,第13表 に見 るよ うに80年 代前半

に低下 した競争力係数 はその後上 が って93年 に

は+0.27と80年 水準近 くに回復 した。 貿易依存

度 は他業 種 よ り大幅 に高 く,輸 出比率 は80-93

年 に45%か ら66%に,輸 入比率 は30%か ら53%

に上昇 し,貿 易黒字 は6億 ドルか ら35億 ドルに

増加 した。また実験 ・分析用機器,計 測 ・制御機

器,電 気測定機器の諸産業 はそれぞれ競争力係数

が93年 に+0.33,+0.44,+0.58と 高 く,比 較優

位産業 としての地位を高 あた。16)

他方 において写真用機器 ・備品 においては貿易

赤字が増加 し,93年 には赤字額 は30億 ドル,競

争力係数 は一〇.29で あ った。輸入 の62%は 日本

か らであ り,他 のアジア諸国か らの輸入を加え る

と,輸 入の71%を アシアが供給 した。17)光学機器

も輸 入 依存 度 が93年 に38%と 高 く,輸 出比 率

29%を 上回 り,比 較劣位にあった。

素材産業 に目を転ず る と,第12表 に見 るよ う

に紙 ・紙加工品,石 油 ・石炭製品,窯 業土石製品,

1次 金属 の諸産業 は貿易収支が赤字 であ った。1
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次金属産業 の中で は鉄鋼業 がその規模か ら言 って

重要であ る。同産業 は輸入制限措置 によ って保護

されて きたが,競 争 力 を回復す ることはで きな

か った。貿易赤字は80年 に41億 ドル,80年 代半

ば には90億 ドル に著増 し,そ の後 は減少 に転 じ

たが,90年 代 に入 ってなお50億 ドル前後 と大 き

か った。鋼材 べ一スで輸入依存度 は80年 代 半ば

の26%か ら90年 代初 めには17%台 に低下 し
,輸

出比率 は1%台 か ら5%前 後 に上昇 した。18)様々

な手段による輸入規制に ドル安 の影響が加わ って

貿易赤字 は多少改善 されたが,鉄 鋼業 が比較劣位

にあることに変 わ りはない。

素材産業 の中で化学産業 は国際競争の強い産業

である(第12表)。 石油化学品,産 業用無機化学

品,塗 料,接 着剤,医 薬品において競争力 が強 く,

貿易 は黒字 であ った。 アメ リカ化学産業 は優れた

技術開発力 を有 し,国 際競争 の激 しい汎用化学 品

事業 の分野 を縮小 し,フ ァイ ン ・ケ ミカル分野 に

比重を移 して国際競争力を強化 して きた。19)

機械 ・素材以外の産業 について簡単 に言及 して

お こう。食料品産業 は出荷額が輸送機械産業 に匹

敵す る大産業であ る。効率的な農業 によ る安価 な

農産物供給 に支 え られて国際競争力 は強 いが,国

内市場 が大 きく内需向け生産 に重点 を置いている

ため,貿 易依存度 は他業種 に比べて低 い。輸出比

率 は5%前 後 と低 く,輸 入 比 率 はお よそ4%で

あ った。

繊維 ・衣服産業 において は国際競争力が一段 と

低下 した。繊維 産業 で は貿易黒 字 は赤字 に転 じ

た。輸入比率 は上昇 したが,10%に は達 しなか っ

た(第12表)。 衣服産業 は労働集約産業であり,国

際競争 が激化す る中で輸入規制措置で保護 された

にも拘 らず,国 内市場 シェアを大幅に失 った。輸

入 依存 度 は80-93年 に13%か ら36%に 上 昇 し

た。 輸 出比率 は上昇 したが8%に 達 したにす ぎな

か った。貿易赤字 は49億 ドルか ら300億 ドル に

増加 し,競 争力係数 は90年 に一〇。81,93年 に一

〇.73と 低位 にあ った。20)

⑧ 貿易赤字の意味す るもの

1980年 代か ら90年 代初 めにか けてアメ リカ産
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業 の中で製造業 の比重 は一段 と大幅に低下 した。

その主因 は,経 済の発展 ・成熟化 に伴 ってサー ビ

ス経済化が進んだ こと,国 際競争 が激化 する中で

製造業が比較劣位化 し,そ の雇用吸収力 が低下す

るに伴 って資源配分 の比重が製造業 か らサー ビス

産業に移動 した こと,さ らにサー ビス産業分野 に

おいて規制 の緩和撤廃が進 みa投 資 ・雇用機会が

拡大す るに伴 って,製 造業か らサー ビス産業への

生産の比重移動が一段 と促進 された ことによる も

のであ った。

製造業の国際競争力低下 によって,製 品貿易収

支 は悪化 した。80年 代 に は210億 ドルの黒字 で

あ ったが赤字 へ と転 じ,赤 字額 は93年 には900

億 ドルの巨額 にのぼ り,そ の半分近 くを機械貿易

の赤字が占めた。機械貿易 の中で貿易赤字が大 き

い品 目は,自 動車(93年 に432億 ドル),電 子電気

機器(239億 ドル),コ ンピュータ機器(131億 ドル)

であ り,こ れ ら品 目で製品貿易赤字 の9割 を占め

た。

製品貿易の赤字 は,国 内需要 の拡大 に対応 して

国内製造業が供給を増加で きなか った ことを意味

し,中 で も上記業種 の製造業が供給力 において弱

体化 したことを意味す るものであ った。要す るに

製造業 は供給力不足であ り,競 争力 に欠 けるとこ

ろがあ った。80年 代後半か らの ドル安下 において

も貿易赤字 が大幅には減少 せず,90年 代前半 に景

気が回復 し需要が増大す るに伴 って貿易赤字が一

段 と拡大す るにいたった ことは,製 造業 の供給力

不足が構造的な ものであることを示唆 してい る。

4日 本産業構造の変化

1980年 代に日本経済が好調な成長を続 ける中

で産業構造が変化した。経済発展の産業的基礎を

形成した製造業はその比重を一段と高め,農 業は

その地位が低下 し,サ ービス産業(第3次 産業)は

内部構成を変えなが ら全体としては停滞的様相を

示した。

(1)製 造業の比置の上昇

産業の中での製造業の地位をまず就業者べ一ス
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第14表 日本国内就業者の産業別構成1960-1993年

就業者数(100万 人) 1轍 比(%)

年次 1960 1970 1980 1985 1990 1993 1960 Is70
・'1 1985 199Q 1993

就業者総数

農林水産業

鉱業

第1次 産業

製造業

建設業

第2次 産業

運輸 ・公益事業1)

卸売 ・小売業

金融・保険・不動産業

サービス業2)

政府サービス生産者
第3次 産業

45.4

14.9

0.5

15.4

10.1

3.2

13.3

2.4

6.2

0.9

4.8

2.4

16.s

54.4

10.7

03

ilA

14.5

4.4

19.0

3.3

8.7

1.7

7.7

3.1

24.5

58.7

7.6

0.2

7.7

14.1

5.9

20.0

3.7

10.4

2.4

10.6

3.9

31.Q
i

61.O

s.s

O.1

6.7

.・

5.5

20.3

3.7

11.0

2.7

12.7

3.9

34.0

65マ

6.1

0.1

6.2

15.3

6.0

21.4

4.1

11.7

3.1

15.4

3.9

38.2

68.1

5.5

0.1

5.6

15.7

6.6

22.3

4.2

11.9

3.2

i7.a

4.0

40.3

100.0

32.9

1.1

34.0

22.3

7.0

29.3

5.3

13.8

1.9

10.5

5.2

36.7

ioa.0

19.7

0.5

20.2

26.7

8.1

34.8

6.O

is.a

3.1

14.1

5.8

45.Q

looO

12.9

Q.3

13.2

24つ

iO.1

34.0

6.3

17.8

4.0

18.1

6.7

52.8

100.0

10.8

0.2

11.0

24.2

9.0

33.2

fi.1

18.0

4.4

1'

6.4

55.8

100.0

9.2

0.2

9.4

23.4

9.2

32.5

6.2

17.8

4.8

23.4

6.0

58.1
1

100.0

8.O

o.i

8.2

23.1

9.6

32.7

6.2

17.4

4.7

25.0

5.9

59ユ

〔出所〕繍 企画庁編r長 欄 及主要系列 ・国民経済計算報告 ・昭和6・年鮮(昭 禾・3・年一平成元年)』579-584頁;『 国

民経済計算年報』平成7年 版,197頁.

1)運 輸 ・通信 ・電気 ・ガス ・水道業.

2)対 家計民間非営利サービス生産者(教 育 ・医療など)を 含む.

第15表 日本 の実質GDPの 業種別構成,

1970-1993年(構 成比%)

年次 1970 ・'! 1985 1990 1993

総額(兆 円) 171.7 266.7 320.4 399.0 419β

農林水産業 5.6 3.4 3.2 2.6 2.2

鉱業 0.6 0.4 0.3 4.3 0.2

第1次 産業 6.2 3.9 3.5 2.9 2.5

製造業 25.1 ・: 29.5 31.4 30.4

建設業 11..6 9.9 7.9 8.9 8.8

第2次 産業 3s.7 36.7 37.5 40.4 39.2

運輸 ・公益事業') 11ユ 9.4 9.8 9.5 9.8

卸売 ・小売業 9.8 14.3 13.4 13.8 14.1

金融 ・保険 ・不動産業 11.5
.・ 15.4 16.3 15.5

サ ー ビス業2) 15.5 14.9 16.4 16.1 15.9

政府サービス生産者 9.2 8.8 8.2 6.8 6.fi

第3次 産業 57.1 62.2 63.1 fi2.5 fi1.9

調整項 目3)
～

11 一2B 一4ユ
一5
.8ト
一3
.6

〔出所〕 経済企画庁編 『国民経済計算年報』 平成7年 版,

158-161頁.1985年 基準の実質GDP.

1)運 輸 ・通信 ・電気 ・ガス ・水道業2)対 家計民

間非営利サービス生産者(教 育 ・医療など)を含む.

3)輸 入税,帰 属利子,統 計上の不突合など.

で見 ると第14表 の通 りで,製 造業 は80年 代には

諸産業 の中で就業者数 が最 も多 い産業 で あ った

が,90年 代に入 って狭義 のサービス業 に追い越 さ

れた。 しか し労働生産性が高 いために,実 質GD

Pの 大 きさで見 ると第15表 に示 した ように製造

業 は狭義のサー ビス業の2倍 近 くの規模を もって

いる。

製造業就業者数 は70年 代には40万 人 ほど減少

したが,80年 代 に入 って増勢 に転 じ,80-93年 間

で170万 人増加 し,国 内就業者総増加数940万 人

の18%を 占めた。これはアメ リカで製造業就業者

数 がその間 に210万 減少 したのとは対照 的な動 き

であ った。国内就業者総数 に占め る製造業就業者

の比率 は同期間 に24%か ら23%へ と僅 か低下 し

たが,実 質GDPに 占あ る製造業 の比率 は,労 働

生産性 の大 幅上昇 を反映 して27%弱 か ら30%強

に上昇 した。 アメ リカ製造業 の実質GDP比 は約

19%で あ り,日 本の比率 は際立 って高 い。

このよ うに産業の中で製造業の比重 が高 まった

のは,製 造業が多品種少量 自動生産方式あるいは

リーン生産方式の導入によって国際競争において
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優位 を確立 し,生 産 を拡大 す ることがで きたか ら

であ った。前掲第7表 に見 るように日本製造業 の

労働生産性上昇率が米欧諸国を大幅 に上回 った こ

とは,そ の優位の一端 を示す もの とい ってよい
。

しか しまた次 の要 因 も作 用 した。す な わ ち,

サー ビス産業分野 にお いては数多 くの様 々な経済

的規制 や不適切 な税制が あり,そ れが参入障壁 と

なって この分野 における投資 ・雇用 の拡大 を制約

した ことであ った。そのために比較優位分野 であ

る製造業への資本 ・労働 の参入が促進 され
,製 造

業が過度に拡大す ることとな った。っ まり,サ ー
ビス経済化 に制限が設 け られたため に製造業 が肥

大化 したと言 うことがで きよう。

(2)農 業の地位 の低下

農林水産業 の就業者数 は80-93年 に760万 人

か ら550万 人 へと210万 人 も減少 し,そ の総就業

者比 は13%か ら8%に,実 質GDP比 は3 ,4%か

ら2.2%に 低下 した。 就業者数 の減少 は同期間 に

お け るア メ リカの減 少数30万 に比 べて大 幅 で

あった。総就業者比 が低下 した割 には実質GDP

が低下 しなか ったのは,1っ には労働生産性 の上

昇 によ るものであるが,主 因 は農業保護政策 で農

産物価格が嵩上 げされ生産数量が増加 した ことに

よ るものであった。

アメ リカの農林水産業就 業者 は93年 に310万

人s就 業者比2,6%で 実質GDPの2 .2%ほ どを

生産 したが,日 本 は550万 人,就 業者比8 ,0%で

実質GDPの2.2%を 生産 したにす ぎなか った。

実質GDP比 を就業者比で除 した相対付加価値生

産性 は,ア メ リカが0.84で あるのに対 し日本 は

0.27と 著 しく低水準 にあった。日本農業 は著 しく

不効率 で生産性が低い。

農 業 の1部 にお いて は合 理化,効 率化 が進 ん

だ・バ イオ技術 に基づ く新品種 の開発によって農

業 の工業化 ・高付加価値化が行れた り,1部 地域

では生鮮野菜 や果物 中心の農業生産 への転換が進

んだ り,輸 入穀物依存の養鶏 ・養豚事業 が発展 し

た り,養 殖漁業 が一段 と拡大するなど,技 術革新

による農業の近代化が進展 したが,全 体 としての

地位悪化 は避 け られなか った。農業が比較劣位産
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業であり,比 較優位の製造業や拡大するサービス

産業に若年労働者層が移動 したことは,農 業の地

位低下の主因である。農業保護政策が不効率な米

作農業やその他農業分野を温存したことも,農 業
の地位を一段 と悪化させた要因であった。

㈲ サー ビス経済化 の停滞

サー ビス産業 と しての第3次 産業 の就業者数 は

80--93年 に3100万 人 か ら4030万 人 へ と930万

人 も増加 し,総 就業者比 は53%か ら59%に 上昇

したが,実 質GDP比 はおよそ62%と 横 ばいで

あった。労働投入量 は大 幅に増 えたが
,実 質GD

P比 が増 えなか ったのは,こ の産業分野が一般的

に労働集約 的で労働生産性 の引上げが困難 である

か らであ るが,中 で もそ の傾 向の著 しい狭義 の

サー ビス業 において就業者数が大幅に増加 した こ

とによるものであった。 また競争制限的 な政府規

制が効率増進を妨 げたこともその1因 であ った。

政府部門 は就業者数 が390万 人か ら400万 人 へ

と10万 人増加 したにす ぎず,国 内就業者比 は7%

か ら6%に,実 質GDP比 は9%か ら7%に 低下 し

た。

第3次 産業 の中で就業者数 が大幅に増加 した分

野 は狭義のサー ビス業であ った。就業者数 は80-

93年 に1060万 人か ら1700万 人へ増加 し
,製 造業

就業者数 を上回るにいた った。増加数640万 人 は

第3次 産業の総増加数 の70%近 くを占めた。国内

就業者数 に占める比率 は同期間 に18%か ら25%

へ と大幅に上昇 したが
,実 質GDP比 は15%か ら

16%へ と1ポ イ ン ト上昇 したにす ぎなか った
。就

業者数 の増加 はエ ンジニア リング,専 門技術サー

ビスaデ ー タ処理 サー ビス,コ ンサルテ ィングな

ど,企 業 に対 す る業務 サー ビス分野 において大幅

で あり,ま た対個人 サー ビス分野 や教育 ・医療 な

ど対家計非営利サー ビス分野で も就業者 はかな り

増加 した。産業の高度化情報化 に伴 う対企業 サー

ビス需要 の増加,フ ロー経済 か らス トック経済へ

の移行 に伴 う対個人 サー ビス需要 の増加
,高 福祉

化 ・老齢化 に伴 う保健医療サ ービス需要 の増加,

産業 の高付加価値化に伴 う教育 サー ビス需要 の増

加 などはサー ビス業 にお いて雇用機会の拡大 を促
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す要因であ ったが,他 方 において人材派遣業 やそ

の他 サー ビス業務 に対す る政府規制 はその拡大 に

対す る抑制要因 とな った。

狭義のサー ビス業に次 いで就業者 の増加数が多

か った分野 は商業(卸 売小売)で あ った。その就業

者数 は80-93年 に1040万 人 か ら1190万 人へ と

150万 人 増加 した。国 内就 業者 比 は17%台 にあ

り,実 質GDP比 は14%前 後で推移 した。商業 は

労働集約的業種であ り,消 費需要 の増大 と多様化

に伴 って 商業 サ ー ビス需 要 が拡 大 し,百 貨 店,

スーパ ーマーケッ ト,デ ィスカウ ントス トア,コ

ンビニエ ンスス トア,量 販専門店,個 人商店など

多様な形態の小売店舗が展開す る中で就業者数 が

増加 して きた。

大規模小売店 ・量販専門店 ・チェー ン店の展開

やPOSシ ステムの導入な どによ って経営の合理

化が進 み,労 働生産性 は上昇 したが,他 方で は大

規模小売店 の出店規制 や米 ・酒 ・たば こな ど特定

品 目の販売店規制 によって末端小売店 に零細商店

が多い こと,需 要構造 の変化 に対応 して多様な小

売店舗 が増加 した こと,卸 売 ・小売間 の流通経路

が多層化複雑化 して いることな どは,商 業分野 に

お ける労働生産性 の制約要因 とな り,就 業者数 の

増加を招 くこととな った。21)

金融 ・保険 ・不動産業 の就業者数 は80--93年

に240万 人 か ら320万 人 に80万 人 ほど増加 し,

その国 内就業者比 は4.0%か ら4.7%に,実 質G

DP比 は14.8%か ら15.5%に,そ れぞれ0.7ポ

イ ン ト上昇 した。貯蓄が増加 し,フ ロー経済か ら

ス トック経済へ の移行が進む中でサー ビス需要が

拡大多様化 し,同 産業 は拡大 した。 しか し他方 で

金融取引や不動産取引に対す る不適切 な規制や税

制 は産業発展の制約要因 となって いる。

運輸 ・通信 ・電気 などの公益事業 においては,

就業者 数 は80-93年 に370万 人 か ら420万 人 に

小幅増加 し,国 内就業者比 は6%台,実 質GDP

比 は9%台 の水準にあ った。 アメ リカの運輸 ・通

信業においては規制撤廃が進み,企 業の参入が増

え,労 働生産性 は大幅 に上昇 した。22)日本にお い

て も規制緩和が実施 されれば,同 産業 は発展 を一

段 と促進 されたはずで ある。
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以上 述 べ た と ころを簡 単 にま とめて お こう。

サー ビス産業には規制が多い。規制 は参入障壁 を

形成 し,競 争を制限す ることによって産業 の発展

を阻害 す る。経 済が高度化 成熟化 す るに伴 って

サー ビス需要 が比重 を高あ,経 済 のサー ビス化が

進展す るが,規 制 はこの傾向に一定 の歯止 めをか

ける。 アメ リカでは規制 の緩和撤廃がサ ービス経

済化の進展を促 したばか りでなく,製 造業が国際

的に比較劣位化 したために,製 造業か らサー ビス

産業 への資本 ・労働の移動が増加 し,サ ービス産

業が一段 と拡大 し肥大化す るにいたった。 日本で

はこれ と対照的な動 きが見 られ る。規制 がサ ービ

ス産業の活性化を阻害 しその発展を遅 らせたが,

他方で比較優位化 した製造業 はサービス経済化の

制約 によって過度 に拡大す ることとな り,サ ー ビ

ス経済化 は停滞す るにいた った。

5日 本製造業の構造変化

国内産業 に占める製造業 の比重が高 まる中で,

製造業 が業種構成 と貿易関係においてどのよ うに

変化 したか につ いて見 よう。

(1)機 械産業の拡大 と素材産業の比重低下

製造業を機械産業(機 械4業 種),素 材産業(素

材6業 種),そ の他産業(食 料品,繊 維,衣 服など)

に分 けてその中での比重 を見 ると,機 械産業の比

重 は大幅 に上昇 し,素 材産業 の地位 は低下 し,そ

の他の産業 は地位が一段 と低下 した。

第16表 に見 るように,製 造業就業者数 は80-

93年 に1406万 人か ら1572万 人 へ と166万 人増

加 し,そ の中で機 械産業 において は就 業者数 が

490万 人か ら620万 人 へ と約130万 人 も増加 し,

総 増加数 の78%が 機械産業 にお ける もので あ っ

た。製造業 就業者数 に 占める比率 は34.8%か ら

39.3%に 上昇 し,製 造業の実質GDPに 占め る機

械産業 の比率 は,第17表 に見 るよ うに同期間 に

33%か ら48%へ と大幅 に上昇 し,機 械産業 は製造

業実質GDPの 半分近 くを占めるにいた った。ア

メ リカの機械 産業 において就業者比 が36%か ら

34%に 低下 し,実 質GDP比 が35%か ら39%へ
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第16表 日本製造業就業者の業種別構成1970-1993年

就業者数(1,000人)
岬

構成比(%)
年次 1970 ・'1 19$5 1990 1993 1970 "1 1985 1990 1993

製造業総数 14,529 14,057 14,780 15,348 15,720 100.0 100.0 100.0 100.0 1QO.0

食料品
繊 維

1,358

1,771

1,383

1,220

1,570

1,201

1,563

1,131

1,673

1,049

9.3

12.2

9.8

8.7

io.s

8.1

102

7.4

10.6

6.7

パルプ紙

化学
石油石炭製品

364

564

56

328

485

67

333

478

48

363

479

42

381

515

44

2.5

3.9

Q.4

2.3

3.5

0.s

2.3

3.2

Q.3

2.4

3.1

a.3

2.4

3.3

a.s

窯業土石製品
一次金属

金属製品

694

670

1.24

698

588

1,166

608

665

1,061

598

633

1,163

soi

641

1,171

4.7

4.6

8.5

5.0

4.2

8.3

4.1

4.5

7.2

3.9

4.1

7.6

3.8

4.1

7.4

一般機械

電気機械

輸送機械

1,5fi2

1,574

1,282

,..

1,622

1,418

1,601

2,229

1,431

x,727

2,446

1,472

1,806

2,512

1,535

!;

10.8

8.8

io.s

11.5

10.1

i'

15.1

9.7

11.3

15.9

9.6

11.5

16.0

9.8

精密機械
その他の製造業1)

316

3,Q77

362

3,235

337

3,217

333

3,398

326

3,466

2.2

21.2

2.6

23.0

2.3

21.8

2.2

22.1

2.1

22.0

備考
機械産業2)

素材産業3)

4,734

3,588

4,890

3,330
L

5.59$

3,193

5,978

3.27$
卜

6,178

3,353

32.6

24.7

.・

23.7

37.9

21.fi

.,

21.4

39.3

21.3

〔出所〕

年響 譜 編 『長期遡及主要系列'国民騰 算報告・昭和6・年騨 』
581-584頁;『 国民経済計算年報』平成7

1)衣 服身回品,製 材木製品,家 具,印 刷出版,皮 革同製品,ゴ ム製品,そ の他製品.2)一般機械,電 気機械,輸 送機械,精 密機械.
3)パ ルプ紙,化 学,石 油石炭製品,窯 業土石製品,一 次金属,金 属製品

と小幅上昇 したの とは対照的な動 きであ った
。

機械産業 においては労働生産性上昇率が他業種

よ りも著 しく高 く,生 産量 は大幅 に増加 し,こ の

傾 向 は特 に電 気 機 械 産 業 にお いて顕 著 で あっ

た。23)その結果製造業 の実質GDPに 占める電気

機械産業 の比率 は80-93年 に8.5%か ら24 .0%
へ と大幅 に上昇 した。一般機械 と輸送機械 は11%

前後 のGDP比 を維持 して他業種 を上回 った(第

17表)。 精密 機械産業 はGDP比 は1%台 と低 い

が,生 産性上昇率 は電気機械に次 いで大幅であ っ

た。要す るに,機 械産業 の比重上昇 は電気機械産

業の拡大 によ るものであった。

素材産業就業者数 は80年,93年 に330万 人台

とほとん ど変 らず,製 造業 就業者比 は24%か ら

21%に,実 質GDP比 は33%か ら28%に 低下 し

た。素材産業 の比重低下 は石油石炭製品,窯 業土

石製品,1次 金属の諸産業 の地位低下 によ るもの

であ り,中 で も1次 金属 の影響 が大 きか った。1

次金属産業 においては就業者数 は80-93年 に50

万人余増加 し,就 業者比 は4%強 で あったが,実

質GDP比 は12%か ら6%に 低下 した。他方で化

学産業 は比重を高めた。就業者数 は30万 人増加,

就 業者 比 は3%台 に あ ったが,実 質GDP比 は

6%か ら10%強 に上昇 した。高付加価値化が進 み
,

労働生産性 が上昇 したことによるものであ った。

素材 産業 にお いては円高下 で構 造転換 が進 ん

だ。低付加価値分野 は競争力を失 って縮小 し
,高

付加価値分野 は拡大 した。機械産業 に対す る良質

の高付加価値素材の供給部門 と して素材産業 は競

争力 を維持 した。機械産業が国際競争力 を強化 し

えたの は,素 材産業による良質素材の供給 に支 え

られての ことであ り,24)ア メ リカで はこのような
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第17表 日本製造業実質GDPの 業種別構成。197Q-1993年(構成比%)

1970 ・'1 .・ 1990 1993

製造業GDP(兆 円) 43.1 71.5 94.7 125.5 127.5

構成比(%) 100.0 100.0 loa.o iooO 100.0

食料品 16.9 14.4 11.8 9.2 8.9

繊維 5.3 3.8 2.7 i.7 1.8

パルプ紙 2.9 2.7 2.5 2.6 2.5

化学 3.4 5.9 7.4 9.1 10.4

石油石炭製品 5.8 4.2 4.1 o.s 0.2

窯業土石製品 6.0 3.8 3.6 3.3 3.1

一次金属 1 11.6 8.3 7.4 6.2

金属製品 fi.3 4.7 4.9 5.0 5.7

一般 機械 9.1 10.7 12.5 12.8 11.1

電気機械 1.3 8.5 14.8 21.4 24.0

輸送機械 11.0 11.9 10.6 11.0 11.2

精密機械 o.g 1.8 2.0 1.6 1.3

その他 の製造業1) 24.4 16.1 .・ 14.1 13.6

備考
機械産業2) 22.2 32.9 ・ ・ 46.8 47.7

素材産業3) 35.3 32.8 30.9 28.2
ヒ

28.1
i

〔出所〕 経済企画庁編 『昭和60年 基準改訂 ・国民経済計算報告』下巻,62-69

頁;『 国民経済計算年報』平成7年 版,191-192頁.

1)衣 服身回品,製 材木製品,家 具,印 刷出版,皮 革同製品,ゴ ム製品,そ の

他の製品.2)機 械4業 種.

3)パ ルプ紙 化学 石油石炭製品,窯 業土石製品,一 次金風 金属製品.

関係が欠如 してお り,そ のことが製造業の弱点 と

な って いる。

その他製造業 は食料品,繊 維,衣 服,木 製品,

皮革製品な ど労働集約産業 が多 く,資 源条件 にお

いて比較劣位にあ り,製 造業の中での比重 は大幅

に低下 した。就業者数 は80-93年 に35万 人 ほど

増加 したが,就 業者比 は41%か ら39%に 低下,実

質GDP比 は34%か ら24%へ と10ポ イン トも下

が った。就業者数増加 の大部分 は食料品産業 にお

けるものであるが,そ の実質GDP比 は14%か ら

9%に5ポ イ ントも低下 し,繊 維産業 の比率 も4%

か ら2%に 下 が った。

(2)輸 出指 向型構造の定殖

上述 したような機械産業を中心 とす る製造業の

発展 はその強 い国際競争力 に基づ くもので あり,

巨額 の貿易黒字 を生 みだ した。第18表 に見 るよ

うに製品貿易収支 は1980年 には17兆 円の黒字で

あ り,そ の後為替相場が円安 に転 じたために黒字

額 が増加 し85年 には28兆 円に達 した。86年 か ら

円高 が進 んだため黒字 は減少 したが,90年 には

18兆 円,93年 には21兆 円と増加 した。輸出比率

は円安下で上昇,円 高下で低下 し,93年 には12%

弱 とほぼ80年 の水準 に戻 ったが,製 品輸入依存

度 は6%と 低位 にあ った。 この間のアメ リカ製造

業の動 きを見 ると,輸 出比率は9%か ら13%に 上

昇 して 日本のそれを上回 るにいた ったが,他 方で

輸入依存度が8%か ら15%強 に大幅上昇 したため

貿易赤字 が拡大 した。 このよ うな 日米の貿易動 向

は主 として円高 ドル安 の影響 と労働生産性上昇率

の変化 を反映 した ものであった。

このよ うな巨額 の製品貿易黒字 は機械貿易 の大

幅黒字 によ るものであ った。機械貿易黒字 は80

年 の16兆 円か ら85年 には27兆 円 に著増,円 高
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第18表 躰 鱒 業 の期 別賜 収X ,輸 出入比竃 競争力係数1)197・ 一一1993年(1)

(貿易収支は10億 円,輸 出入比率は%)

年 次 197019801985
....19901993

19701980198519901993 1970119$0198519901993

貿易収支
輸出比率

輸入比率
競争力係数

製 造 業 石油 ・石炭製品
1

電気機械
3,912

8.6

4.0

0.39

1

17,277

12.2

5.5

0.41

27,551

14.3

5.4

0.49

18,260

11.6

6.$

0.29

2Q,815

11.8

6.a

O.35

1'

1.8

7.9
-a .S5

一1
,795

2.0

10.6

--0
.70

..

2.5

12.3

1.'

一1
,508

2.8

12.6

‐o
.s7

一558

3.3

7.4

-x
.41

763

×3.2

3.6

0.si

4,496

23.4

4.3

0.74
1

9,475

27.6

4.3

0.79

9,793

23.4

5.6

1.:

i9
,683

24.7

6.3

1..

貿易収支
輸出比率
輸入比率

競争力係数

食 料 品 窯業 ・土石製品 輸送機械
一277

1.7

4.4

-0
.45

一1
,619

1.3

fi.9

-0
.70

一1
,693

0.8

5.2

-0
.73i

一3
,375

0.s

8.2

1

一3
,266

0.5

7.4

-0
.88

129

5.5

0.7

1

443

6.6

1.3

1・'

439

7.3

2.4

0.53

201

5.2

3.3

0.28

282

5.2

2.4

0.36

1,153

17.3

2.?

4.77

7,181

30.5

3.3

1.・

　

11,528

35.3

3.3

0.88

9,221

24.2

4.8

0.72

一

9,491

23.2

3.4

0.79

貿易収支
輸出比率

輸入比率
競争力係数

繊 維 一次金属
精密機械

468

12.9

3.3

0.63

532

13.0

7.0

0.33

337

12.3

8.8

1

一324

9.3

12.5

-0 .17

一336

9.7

13.7

-0
.19

497

8.2

4.7

0.29

2,322

11.3

5.4

0.39

1,412

11.0

7.2

Q.23

一706

6.2

8.0

-0
.13

368

7.0

5.9

0.10

165

23.61

10.2

0.46

$40

34.3

13.0

0.56

1.12$

・t

12.1

0.62

793

31.1

17.7

0.35

670

32.2

19.4

0.33

貿易収支
輸出比率
輸入比率
競争力係数

パ ルプ ・紙
金属製品 機械総合

_g

2.5

2.8

11,

,・

2.8

4.6
-Q .25

一97

3.1

4.2

-0
.15

一164

3.1

4.6

--0
.21

一1p6

2.5

3.6

1

250

7.4

0.7

1'

941

10.1

1.2

1

751

7.5

1.0

0.77

360

3.8

1.6

0.4i

324

3.3

1.4

0.4i

2,473

13.5

3.9

0.59

16,142

24.8

4.0

1

27,475

28.2

3.8

1`

i25
,319

21.8

5.1

t.:

25,506

22.5

4.8

0.71

貿易収支

輸出比率
輸入比率
競争力係数

化 学 一般機械
その他の製造業2)

X95

9.3

6.2

0.22

555

9.6

7.O

Q.17

598

10.0

7.6

0.15

595

10.4

8.3

0.12

749

10.2

7.5

Q.17

391

8.8

4.3

0.36

3,625
.,

3.1

0.75

5,345

19.7

2.6

1

5,513

16.0

3.3

1.・

5,663

17.6

2.9

0.7s

395

6.5

2.6

0.45
匿

一97

4.5

4.8

-0
.03

211

5.0

4.4

11・i

一2
,139

3.9

8.1

-0
.37

一2
,148

3.6

8.0

-0
.40

[出所]繍 企画庁編r昭 和6・年基轍 訂 ・国民繍 計算鰭 』 下巻4 -19頁;r国 民繍 計算年報』 平成7轍172 -
177頁.輸 出はFOB価 格 輸入はCIFL価 格

ll襲鵬 轟 継 熱 牛罐 盒灘 掘鯉 雛 舗 鍵 踊 入)/(輸出+輸入)・

転換後減少 したがなお黒字幅 は大 きく,93年 には

26兆 円 と巨額 であ った。輸出比率 は23%と 製造

業平均の2倍 に達 し,輸 入依存度は5%と 低位 に

あ り,競 争力係数 は0.71と 高か った(第18表)
。

機械産業 は構造的 に輸出超過産業であった。

機械 産業 の中で産 出額 の最 も大 きい業 種 は90

年代初頭 において電気機械であ り,次 いで輸送機

械,一 般機械の順 に大 きく,輸 出額 の大 きさもこ

の順位 にあ った。精密機械 は産出額,輸 出額 とも

電気機械の10分 の1程 度の大 きさであ った。

まず電気機械 を見 ると,貿 易黒字 は80-93年

に4.5兆 円 か ら9.7兆 円 に著増 し,輸 出比 率 は

25%と 高 く,輸 入依存度 は6%で,競 争力係数 は

0.66と 高かった。その中の主要品 目について見 る

と,第19表 に示 したよ うに電子 計算機 ・関連 装

置 にお いて は80年 の貿易赤字 は黒字 に転 じ,93

年には黒字額 は1.4兆 円に増加 した。輸 出比率 は

39%と 高 く,輸 入依存度 は13%と 低か った
。電子

部品 ・デバイ スで は貿易 黒字 は80年 の1.1兆 円

か ら93年 には4.3兆 円に大幅増加 してお り,輸

出比率 は70%と 高位 にあ ったが,輸 入依存度 は他

品目に比 べて高 く35%で あ った。この製品 グルー

プの中には半導体 が含 まれ,そ の生産額 は93年

に電子部品 ・デバ イス生産額の45%弱 を 占あた
。

半 導体生 産 にお いて は日本 が85-86年 にアメ リ

カを逆転 し,92--93年 にアメ リカに再逆転 されて

いるが,貿 易収支において は黒字 が増加 し
,93年

には1・2兆 円 となっている。輸 出比率 は48%と 高
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第19表 日本製造業の業種別貿易収支 輸出入比鼠 競争力係凱1980-1993年(皿)

年次 1980198519901993 19$0198519901993

一

貿易収支(10億 円)

輸出比率(%)

輸入比率(%)

競争力係数

電子計算機 ・関連装置 電子部品 ・デバイス

一46
.4

14.3

17.5

-0
.12

1,024.7

40.9

15.2

0.59

1,334.0

30.3

9.5

0.6i

1,435.4

39.2

13.2

0.62

1,094.3

54.6

23.2

0.60

2,357.5

48.2

16.1

!..

3,738.3

58.9

25.8

0.61

4,255.8

70.0

35.4

0.62

貿易収支(100万 ドル)

輸出比率(%)

輸入比率(%)

競争力係数

乗用車1) 自動車部品 ・付属品

15,663

56.1

1.5

0.95

24,864

57.9

1.6

1・ ・

35,159

45.1

4.4

0.74

41,698

46.0

4.3

1:1

1,914

:::
1'

5,040

0● ■

0.93

10,075
..

1'

13,812
..

1'

貿易収支(100万 ドル)

輸出比率(%)

輸入比率(%)

競争力係数

鉄 鋼2) 半導体集積回路(貿 易収支10億 円)

...

30.2

1.6

t・A

12,593

33.2

4.2

!'

8,724

17.1

7.6

049

11,420

25.6

$.1

1

74.4

35.5

24.6

0.25

416.4

31.6

11.6

0.56

725.9

37.8

17.2

0.49

982.8

50.5

24.8

0.51

[出 所]電 子計算機 ・電 子部品 はr電 子工業年鑑』1995年 版272-274,763頁;1989年 版249,66碩 半 導体

集積 回路について1よ 同上1995年 版3頁;佐 貫利 雄r日 本経漸 論』14・ 頁 乗..::こ っ いて}よ 日本 自

動車 工業 会 『主 要 国 自動車 統計1994,s,98,110頁.乗 用車 ・自動 車部 品 貿易 は 『外 国貿 易統 計 ハ ン ド

ブ ック↓324,328,684,685頁 鉄 鋼 にっ いて は 『鉄鋼統 計要覧』1994年 版63,185,206頁;1985年

版,77,223,227頁.
1)輸 出入比率は台数ベース.

水準 にあり,輸 入依存度 は日米半導体協定の影響

も加 わ って80年 代末か ら上昇 し,93年 には23%

弱 とな ったが,輸 出比 率 に比 べ て大 幅 に低 い。

従 って競 争 力 係 数 を計 算 す ると0.53と なお 高

い。25)半導体生産の約8割 を占め る集積回路 につ

いて の関連数値 は第19表 の通 りで ある。 その他

電気機械 グループの中には国際競争力の強い品 目

が多 く,音 響映像機器,通 信機,フ ァクシミリは

競争力係数 が0.7を 超えている。

電気機械に次 いで貿易黒字が大 きい産業 は輸送

機械 であ った。その貿易黒字 は80年 代 に入 って

大幅 に増加 し,85年 には11.5兆 円の ピークに達

し,そ の後 円高や米欧の輸入規制,海 外生産 の増

加な どの影響 によって減少 に転 じたが,93年 にお

いて も9.5兆 円と巨額で あった。その中の乗用車

貿易 について見 ると第19表 に示 した通 りで,ド

ルベー スの貿易黒字 は80年 の160億 ドルか ら93

年 には420億 ドル と増加 したが,こ れを年平均為

替相場で円に換算す ると,85年 に5.9兆 円に達 し

た黒字 は93年 に は4.6兆 円 に減少 した。輸 出比

率 は台数 ベースで46%と 高水準 にあ り,輸 入依存

2)輸 出入比率 は粗鋼換算ベース.

度 は4%と 低 く,競 争力係数 は0.80に 達す る。自

動車部品貿易 において は黒字 は ドルベースで見て

も円ベースで見て も増加 し,93年 には1.5兆 円に

のぼ った。

一般機械産業 も国際競争力が強 く,貿 易黒字 は

80年 に3.6兆 円,85年 には5.3兆 円に増加 し,93

年 には5.7兆 円に達 した。輸 出比率 は18%と 他の

機械業種 に比べて低 いが,輸 入依存度 が3%と 低

いため,競 争力係数 は0.76と 高い。その中の主要

品 目について競争力係数 を計算す ると,金 属加工

機 械0.82,繊 維 機械0.86,建 設 用 鉱 山用 機 械

0.91,加 熱用冷却用機械0.67,ポ ンプ ・遠心分離

機0.73,荷 役機械0.86と 高 く,ベ ア リングは輸

入がな く1.0で ある。26)いずれの品 目も対米輸出

額が大 きく,ま た東南 アジア向け輸出が拡大 して

いる。

精密機械産業 の国際競争 力 は第18表 に見 るよ

うに低下 した。競争力係数 は80・-93年 に0.56か

ら0.33に 低下 した。 輸出比率が32%に 低下 し,

輸入依存度 が19%に 上昇 した ことによ るもので

あ り,貿 易黒字 は0.8兆 円か ら0.7兆 円弱に減少
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した。 この製品群 の中で時計の競争力低下 は大幅

で あり,競 争力係数 は80-93年 に0 .78か ら0.34

に低下 し,貿 易黒字 は0.3兆 円強か ら0 .1兆 円強

に減少 した。 しか し科学光学機械(複 写機,顕 微

鏡 写真機 レンズなど)は 国際競争力が強 く,貿

易黒 字 は同期 間 に0.8兆 円か ら1.3兆 円 に増 加

し,競 争力係数 は0.7前 後 と高か った。計測機器

分野 において も小幅 なが ら貿易黒字 は増加 し,競

争力係数 は0.52に 上昇 した。

素材産業 は日本の置かれた資源条件や円高の影

響な どにより競争力 が一般的 に低下 した。紙パル

プと石油石炭製品の両産業 は輸入超過産業であ っ

た。窯業土石製 品 と金属製品においては貿易黒字

が減 少 し,競 争 力 係 数 は'is年 に前 者 で は

0.69か ら0.36へ,後 者では0 .81か ら0.41へ と

大 幅に低下 した。両産業 とも低付加価値製品分野

では競争力が大 幅に低下 したが,高 付加価値品 は

なお競争力を維持 している。

1次 金属 の中で非鉄金属貿易 は輸入超過であ っ

た。鉄鋼業 は国際競争 力 の強 い産業 で あ った。

1980年 に鉄鋼貿易黒字 は150億 ドル(3 .4兆 円)

と巨額 で あ り,輸 出比 率 は粗 鋼 換 算 ベ ー スで

30.2%と 高 く,輸 入比率 は1.6%に 過 ぎず ,競 争

力係数 は0.89%の 高水準 にあった。しか しその後

競争力 は低下 し,93年 には貿易黒字 は114億 ドル

(L3兆 円)に 縮小 した。輸 出比率 は低下 し,輸 入

比率 が上昇 して,競 争力係数 は0.58に 下 が った

(第19表)。 鉄鋼業において は1970年 代か ら80年

代にかけて省 エネ省力投資が行われ,生 産 の自動

化合理化 が推進 され,生 産効率は大幅に上昇 した

が,27)円 高が進展す る中で国際競争力 は低下 せざ

るをえなか った。 しか し表面処理鋼板 など高付加

価値鋼材分野 においては鉄鋼業 はなお強い競争力

を保持 し,そ のために競争力係数 は0 .58と 比較

的に高い水準に維持 された。

化学産業 は93年 に産 出額がおよそ26兆 円で,

1次 金属産業 の30兆 円に次 ぐ規模 を もち,ア メ リ

カの化学産業(産 出額3100億 ドル,約31兆 円)に

次 いで世界第2位 を占め るが,国 際競争力 はそれ

ほど強 くな く,競 争力係数 は0 .17と 低 い。貿易収

支 は黒字 であ り,黒 字幅 は'!年 に増加 した
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が,大 きくない(第18表)。 化学品 を素材型 と加工

型 に分 けると,プ ラスチ ックや合成 ゴムなどを生

産す る素材型化学産業 は国際競争力が強 く,そ の

貿易 は大幅な輸出超過であ った。 また加工型化学

品において も写真感光材料や染料塗料 は輸出超過

であるが,医 薬品,精 油 ・香料 ・化粧品,火 薬 な

どは国際競争力が低 く輸入超過 にな って いる
。米

欧の化学産業 においては研究開発 の蓄積 が厚 く,

活発 な技術革新 によ って競争力が強化 されて きた

が,日 本 は この面で遅 れをとっている。28)

その他の製造業 について簡単 に言及す る。食料

品産 業 は93年 に産 出額 が44兆 円で,電 気 機械

(49兆 円),輸 送機械(46兆 円)に 次 いで大 きいが,

競争力 は弱 く輸入産業 である。食料品貿易の赤字

は80年 に1.6兆 円であったが,93年 には3 .3兆

円に増加 した。競争 力係数 は一〇.88と 著 しく低

い。繊維産業 は80年 代初め まで競争力 を維持 し
,

貿易黒字 を生み出 していたが,そ の後 は黒字 が激

減 し,90年 代初 めには赤字 に転 じた。

⑧ 貿易黒宇の意味するもの

国内産業 の中で製造業 の比重が高 まったの は,

機械産業が拡大 したこと,1部 素材産業が これを

下支え したことによるものであった。製造業 の発

展においては省 エネ省力投資 と多品種少量 自動生

産方式 の導入が大 きな役割 を演 じた。 それによっ

て生産効率 は高 ま り,国 際競争力 は強化 されて,

機械産業 と1部 の素材産業 は比較優位産業 として

発展 す るにいた った。

非製 造業分野 において は多 くの政府規 制が あ

り,そ れが投資 ・雇用機会 を制限 したか ら,比 較

優位産業 と しての製造業 には資本 ・労働の参入 が

一段 と促進 されることとな り
,そ の発展には拍車

がかか った。 中で も機械産業 は強い国際競争力 に

基 づいて輸 出産業 として発展 し,国 内需要 を大幅

に上回 る供給力を形成することとなった。製造業

は特 に機械産業 において供給超過構造 を もつにい

たったのであ る。製品貿易黒字 が増大 し,80年 代

後半 か らの円高下において も巨額 の黒字 が生みだ

されたとい うことは,製 造業が こうした供給超過

構造を もっにいた ったことを示す もの と言 うこと
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が で きる。

6日 米産業の国際的地位

日米の産業構造

1980-93年 に日米両国 の産業 は貿易依存度 を

高 め,そ れ はア メ リカにお いて特 に顕著 で あ っ

た。貿易依存度が上昇す る中で,ア メ リカ産業 内

で は製造業の比重が低下 し,サ ービス経済化が進

んだが,日 本では産業 内での製造業 の比重 が高 ま

り,サ ービス経済化 は停滞 した。 アメ リカでは農

業 が競争力を強化 したが,日 本では不効率な農業

が保護政策 で温存 され た。

このよ うな 日米産業 の対照的な動 きは,両 国の

貿易 に反映 された。第1に,日 本 は製品貿易が大

幅黒字 で あ ったが,ア メ リカは大 幅赤字 で あ っ

た。第2に,日 本はサー ビス貿易が赤字 であ った

が,ア メ リカは黒字 であった。第3に,日 本 は農

産物貿易 ・食料品貿易が大幅赤字 であ ったが,ア

メ リカは大幅黒字であ った。

アメ リカでは製造業の地位が後退す る中で製造

業の中での機械産業 の地位 が多少 は上昇 したが,

その国際競争力 は低下 し,貿 易赤字が増加 した。

日本では機械産業が国際競争力を強化 し拡大す る

ことによ って,産 業 内で の製造業 の比重 が上 昇

し,製 造業 の構造 も輸出貿易の構造 も機械産業中

心の ものに一段 と転換 した。

しか しア メ リカ製 造業 は競争 力 が低下 した と

い って も全世界的 に低下 したわけではない。その

製 品貿易 の相手国 ・地域別収支 を見 ると第20表

の通 りで,次 のような特徴を指摘す ることがで き

る。

E1)ア メ リカは米州地域(カ ナダ,ラ テンアメリ

カ)に 対 して大 きな製品貿易黒字を もっている。

② オース トラリア ・オセアニアに対 して もア

メ リカは貿易黒字 を もつ。

(3)ド イ ッを除 くEU諸 国 に対 して も製品貿

易 は黒字である。

(4)日 本,ド イツ,ア ジアNIES(香 港,シ ン

ガポール,韓 国,台 湾)に 対 して アメ リカの製品貿

易 は大幅赤字であ り,赤 字額 は日本に対 して特に

巨額である。

要す るに,ア メ リカ製造業を国際競争力で位置

づけると日本,ド イッに次 ぐ地位 にあり,ア ジア

NIESに 対 して も劣位 にある。 しか し,製 造業

の国際競争力 は業種 によ って異 なる。農産物,原

料を含 む商品貿易につ いて米 日欧間の関係を見 る

と第21表 の通 りで あ り,次 の貿易関係を指摘す

ることができる。

(1)ア メ リカは食料 ・原料貿易で 日欧に対 して

黒字 であり,日 本に対する黒字幅 は特 に大幅であ

る。

(2)ア メ リカは化学工業 において国際優位にあ

るが,ド イッに対 しては劣位 にある。 日本 その他

諸国 との化学品貿易 は大幅黒字であ る。

(3)機 械 ・輸送機器貿易 においてアメ リカは日

本 に対 して巨額 の赤字を もち,ド イッに対 して も

劣位 にあ るが,他 のEU諸 国 に対 して は黒字 であ

る。

(4)原 料別製品(皮 製品,ゴ ム製品,繊 維,鉄 鋼,

非鉄金属 金属製品など)に お いて アメ リカはE

U,日 本sそ の他諸国 に対 して巨額の貿易赤字 を

もつ。

(5)衣 服,履 物,精 密機械(時 計,カ メラなど),

楽器などの雑製 品貿易 ではアメリカは ドイッに対

第20表 アメ リカの主要地域 ・国別製品貿易収支,1)1980-1993年
(100万 ドル)

年次 世界 先進国 EU ドイ ツ 日本 カナ ダ 途上国
ア ジ ア
NIES

ラテ ン ・

ア メ リカ

オ ース トラ リア

・オ セ ア ニ ア

・:1

1990

1993

27,665

-73
,464

-91
,217
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,900

-48
,443

-67
.8$3

8,159

137

-4
,254

一3
,449

-10
,784

-10
,540

一21
,523

-58
,182

-76
,298

7,339

4,262

s,sss

29,337

-25
,116

-23
,497

一7
,213

-28
,476

-20
,036

21,661

11,180

20,317

3,710

7,202

7,228

〔出 所 〕U.S.Dept.ofCommerce,U.s.ForeignTradeHighlights138$,pp.131-135;1993,pp.42-45.

1)製 品 はSITC5～9,
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第21表 アメ リカの日欧との主要品目別貿易収支と競争力係数1993年
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世 界 EU ド イ ツ 日 本

品 目1) 貿 易収
支
競争力係
数
貿 易収
支
競争力係
数
貿 易収
支
競争力
係 数

貿 易
収 支

競争力
係 数

食料(0,1,4)

原料②

鉱物性燃料(3)

化学品⑤

原料別製品(6)

機械 ・輸送機器(7)

雑製品(8)

製品計(5～8)

総額(0～8)

12,516

9,169
--46 ,037

16,747
-27 ,111
--34 ,788
-49 ,900

--95
,052

-19
,404

1

0.23
-0 .7p

O.22
-0 .26
-4 .Q7
-a .31

-o .12
--0 .12

659

4,144
-1 ,,599

...

-7
,901

3,020

-920

r・:・

-3
,485

f

11.

1・ ・

-o
.z7

-0
.04

-a
.40

0.03

-0
.03

-0
.04

‐a
.oa

283

715
-106

-1 ,500
-2 ,145
-6
,694

231

-10
,108
-9
,216

0.21

0.66

r

1
-o .48
-4 .25

0.04

-0 .24

11

10,046

6,961

971

1,441

‐s
,4as

-68
,567

-4
,832

-75
,367

-58
,389

0.94

0.94

0.75

0.is

-0
.37

1・'

i・

-0
.56

1

〔出 所 〕US.Dept.ofCommerce,U.S .ForeignTradeHighlights1993

羅1難 繍灘 灘 響雛=総 融 船塁犠
して小幅黒字 を もっが,日 本 などその他諸国に対

して大幅赤字 となっている。

7展 望 日米の産業調整

1980年 代 か ら90年 代初 めにかけてアメ リカで

は貿易赤字が,日 本では貿易黒字が著増 した。 こ
の貿易不均衡 を背景に ドル安 円高が進んだが

,ア
メ リカの製品貿易赤字 は改善 されず

,日 本 の製品

貿易黒字 は減少せず,む しろ増大傾向を示 した
。

このような長期 にわた るアメ リカの製品貿易赤字

は,ア メ リカ産業が製造業 において供給不足構造

を もっ にいた った ことを意味 し,日 本の構造的な

製品貿易黒字 は,日 本 の産業 が製造業 にお いて構

造的な輸 出供給余力を形成す るにいた った ことを

示す ものと言 うことがで きる。

このような日米間の製造業の不均衡,そ れを内

包す る日米産業 の不均衡 はいずれ調整 されねばな

らない し,90年 代 はそ の調整 が行 われ る段階 に

入 った。 日米双方 にそのよ うな動 きがあ る。 まず

アメ リカ側の状況 を見 よ う。

第1は 製造業 の競争力回復 の動 きである。 アメ

リカ製造業 は 日本式 の リー ン生産 システムを取 り

入 れ,生 産 コス トを引下 げ,対 日品質格差を縮小

することにあ る程度成功 した。 また情報機器関連

の1部 ハ イテ ク製品において国際優位を もつ にい

た った。

第2は ドル安 の効果 である。 ドル安が進 めば製

造業の価格競争力 は強 くな る。

第3は 連邦財政赤字削減 の効果 である。 アメ リ

カ政府 は緊縮財政政策によって財政赤字 の削減 に

努 めている。財政赤字削減が進めば市場金利 は低

下 し,ド ル安 は一段 と進 み,他 方 では財政赤字削

減の内需抑制効果 によって製造業 は輸 出拡大を強

化 せ ざ るをえず,ド ル安 は この動 きを促進 しよ

う。

第3に,NAFAの 形成 に見 られ るよ うなアメ

リカの米州地域囲 い込 み政策は輸出促進効果 を も

つo

こうして製造業 が競争力 を回復 し,拡 大基調 に

転 ずれば,そ の雇用吸収力 は高まるか ら,サ ー ビ

ス経済化 の過度 の進展 には歯止 めがかか ることに

なる。

日本側の状況を見 ると,製 造業 の国際的条件 が

変化 し,貿 易黒字 は減少す る可能性が強 く,製 造

業の輸 出供給余力 は低下す るであろ う。
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第1は 円高 の進展により製造業 の価格競争力が

低下 した ことであ る。円高 に対応 して生産工程を

自動化 ・合理化 し生産 コス トを削減 して競争力 を

っ けるという方式 は,90年 代初あには1部 の製造

業 において は限度 に達 し,国 内的な円高対応力 は

失 われ るにいた った。すで に1部 の製造業 は円高

に対応 す るために生 産 の海外移 転 を行 って きた

が,こ の動 きは90年 代 に入 って一段 と促進 され

よ う。

第2は 日本製造業 の競争相手 が強 くな った こと

であ る。上述 したよ うにアメ リカ製造業 は競争力

を回復 して きている。 また東南 アジア諸国の工業

化 が進み,そ の製造業は低付加価値 品分野におい

てばか りでな く,1部 のハイテク製品分野 におい

て も競争力を もつ にいたった。

第3は,日 本 の製造業が最 も得意 とす るハイテ

ク量産製品の生産 において技術開発が行 き詰 って

いることであ る。大量需要 のある新製 品開発が進

まなければ,製 造業は停滞せざるをえない。

製造業 は これ まで の発展 の余勢 をか って90年

代に入 って も輸出を拡大 し巨額 の貿易黒字を生み

だ して きたが,上 述 したような状況変化 の影響 は

徐 々に作用 して,日 本 の製造業 は輸 出供給余力を

低下 させ,輸 出主導の製造業 の拡大 は鈍化 し,そ

れ に伴 ってその雇用吸収力 は弱まる。他方で規制

緩和 が推進 され,サ ー ビス産業 分野 にお いて投

資 ・雇用機会が創出拡大 されれば,サ ー ビス経済

化 が進展す ることになろ う。

(1995年9月)
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